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要旨 
 
放射線治療の治療成績は投与線量で変化するため、水吸収線量による出力線量評価は
重要な管理項目の一つである。すべての放射線治療施設において不確かさの小さい水吸
収線量評価と、その水吸収線量評価の正しさが保証されるためには、線量標準の確立、
電離箱線量計の校正、線量計測のための標準計測法、第三者による線量評価が必要とな
る。そして、これらの項目の不確かさを改善し続けることが求められる。具体的には、
線量標準および標準計測法の更新による水吸収線量の不確かさの変化を確認すること、
計測手順の見直しにより不確かさの低減を図ること、新しい照射技術の水吸収線量計測
法を確立すること、第三者評価の対象を拡大していくことなどがあげられる。特に、
flattening filter-free（FFF）ビームの計測法が明らかになっておらず標準計測法12に未掲載
であること、蛍光ガラス線量計（RGD）による電子線の水吸収線量計測法が確立してお
らず電子線出力の第三者評価が大規模に実施されていないことは水吸収線量の不確かさ
低減の妨げとなっている。 
そのため、本研究では、線量標準および標準計測法の更新によるユーザ施設の水吸収
線量の不確かさの変化を調査、ユーザの計測の不確かさの要因を解析、FFFビームの水吸
収線量計測法を提案、RGDによる電子線の水吸収線量計測法を提案し、外部放射線治療
における投与線量の不確かさ低減に関する以下の研究を行った。 
2012年に電離箱の校正方法が照射線量から水吸収線量へ移行したため、電離箱型式に
与えられる補正係数である校正定数比kD,Xが水吸収線量のフォーマリズムから除かれ、水
吸収線量の不確かさの低減が期待された。そのため、本研究では、電離箱線量計を用い
た訪問による第三者評価の結果を解析し、ユーザ施設における光子線の水吸収線量の不
確かさの低減を明らかにした。 
光子線の水吸収線量の不確かさの低減を目的に、ユーザ施設における計測の不確かさ
の要因を解明するため、第三者評価の結果、特に温度気圧補正係数kTP、イオン再結合補
正係数ks、線質指標TPR20,10および線質変換係数kQについて解析した。結果から、TPR20,10
の相違は施設間の水吸収線量の相違に匹敵するほど大きく、電離箱線量計の校正深への
設置のバラツキがユーザによる水吸収線量計測の不確かさの要因であることを示した。 
 FFFビームは通常のリニアックビームに比べて軸外線量比の平坦な領域が狭く使用す
る電離箱によっては中心軸の線量を過小評価すること、エネルギースペクトルの変化に
より平均制限質量衝突阻止能比を過大評価することを示した。そのため、電離箱の部分
体積効果補正およびFFFビームのための線質変換係数を含めた水吸収線量算出のための
フォーマリズムを提案した。 
 電子線の水に対するRGDの応答の変化の要因を明らかにするために、各深さでのRGD
の線質変換係数kQおよび線量応答直線性を明らかにした。結果から、水に対するRGDの
質量衝突阻止能比の電子線エネルギーによる変化が、電離箱による水吸収線量とRGDの
応答の差の要因であることを示した。そして最後にkQの深さによる変化を考慮したRGD
による電子線の水吸収線量の計測法を提案した。
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1章 序 論 
 
1.1 がんと放射線治療 
日本における死因構造は医学および公衆衛生対策などの進歩および普及によって大きく
変化してきた。1950年代には、死因の中心は伝染病からがん（悪性新生物、主として癌、肉
腫、白血病など）、心疾患（心臓病）および脳血管疾患（脳卒中）などのいわゆる生活習慣
病へ変化した。本邦でのがんによる死亡率は年々増加し続けており、1981年以降死因順位第
1位となっている。図1.1に示すように2014年のがんによる死亡数は367,943人、全死亡者に占
める割合は28.9 %であり、全死亡者のおよそ3.5人に1人はがんで死亡している 1)。 
働く世代（20歳から64歳まで）では、毎年約22万人ががんに罹患し、約7万人ががんによっ
て死亡している。がんは40代より死因の第１位となり、がんは高齢者のみならず働く世代に
とっても大きな問題である。働く世代ががんに罹患し社会から離れることによる影響は、本
人のみならず家族や同僚といった周りの人にも及ぶ。こうした影響を少なくするため、がん
に対する対策は、働く世代へのがん対策を充実させ、各個人、各家庭の幸せを守るだけでな
く、経済社会の生産性を維持発展させるために大きな意味をもち、医療・福祉における重要
な課題である 2)。 
 
 
 
 
 
図 1.1 主な死因別死亡数の割合（2014年）1)  
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一般にがんは局所に発生してから、かなりの期間、限局性に増殖および発育すると考えら
れている。次いで体内に広がり（転移）、その最終段階の全身病（悪液質状態）で死に至る。
この点から、日本のがん対策は、1984年に策定された「対がん 10か年総合戦略」、1994年に
策定された「がん克服新 10か年戦略」に基づき、早期発見および早期治療に主眼を置いた対
策が進められてきた。がんに対する主な治療法には、手術療法、放射線療法、化学療法など
があり、単独またはこれらを組み合わせた集学的治療が行われている。 
日本では、主として手術療法に適したがんが多かったこともあり、手術療法ががん治療の
中心を担ってきた。しかし、現在は、がんの種類によっては、放射線療法が手術療法と同様
の治療効果を発揮できるようになるとともに、化学療法の知見が蓄積されてきたことから、
様々ながんの病態に応じ、手術療法、放射線療法、化学療法、さらにこれらを組み合わせた
集学的治療が実施されていくことが求められている。このため、近年では、がん対策のより
一層の推進を図るため、「第3次対がん10か年総合戦略」が2004年に策定され、さらに、2007
年4月に施行されたがん対策基本法基づいた「がん対策推進基本計画」が2007年6月に策定さ
れ、がん対策が総合的かつ計画的に推進されて、これまで手術療法に比べて相対的に遅れて
いた放射線療法や化学療法の推進を図ってきた。 
 この間、がんの年齢調整死亡率は減少傾向で推移するなど、一定の成果を得られた。しか
し、図1.2のように人口の高齢化とともに、日本のがんの罹患者の数、死亡者の数は今後とも
増加していくことが見込まれる中、がん医療や支援について地域格差や施設間格差がみられ、
それぞれの状況に応じた適切ながん医療や支援を受けられないことが懸念されている。 
がん対策推進基本計画は2012年6月に見直しが行われ、放射線治療の更なる充実が重点的
に取り組むべき課題とされた。このような実態から、放射線治療の成績をさらに向上させる
ことによってがんによる死亡数を減少させ、あわせて治療後の生活の質を保証するためには
全国の施設において放射線治療をさらに高精度な状況下で確実に実施できるよう、改善をお
こなう必要性が強く要望されている。 
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図 1.2 主な死因別にみた死亡率の年次推移 1)  
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1.2 放射線治療における投与線量の不確かさ 
放射線治療は、放射線を腫瘍細胞に照射し、DNAに損傷を与えて死滅させることでがんを
治癒することを目的とする。しかし、放射線の照射により腫瘍細胞が受けた損傷を計測する
ことは困難であるため、放射線が物質に付与したエネルギーを計測することによって腫瘍細
胞の損傷を評価する。この物質に吸収される放射線のエネルギーが吸収線量である。吸収線
量の計測のために人体を使用することはできないため、地球上において均一な組成であり、
安価で入手が比較的容易である、といった理由から一般に放射線治療では軟部組織等価物質
の代用物質である水を用いて吸収線量評価が行われる。 
放射線治療における治療成績は、投与線量で変化することが知られている。投与線量の変
化に対して腫瘍の局所制御率および正常組織の障害発生率が急峻に変化する。治療効果を最
適化するためには、正常組織の線量を最小にすると同時に標的に投与する線量を最大にする
ことが求められる。したがって、吸収線量は重要な管理項目の一つである。   
この吸収線量は量的にも空間的にも不確かさを持つ。放射線治療における投与線量は、主
に患者体内の線量分布図の承認によって決定されるため、医師によって承認された治療計画
の線量分布と実際に照射される線量分布に空間的な相違が発生すると、腫瘍領域に十分な線
量が投与されない、正常臓器に不必要な高線量が投与されるといった、臨床上許容できない
結果をもたらす可能性が生じる。そのため、吸収線量の不確かさは評価点の水吸収線量だけ
でなく、線量分布の空間的な投与精度についても考察する必要がある。本稿では投与線量、
とくに標準計測における水吸収線量の不確かさについて考察する。 
 
 
1.2.1 放射線治療に要求される投与線量の不確かさ 
 ある種のがんでは、投与線量の変化が治療効果に大きく作用する点が明らかにされている。
ICRUレポート243)では、図1.3のように第3期の喉頭がんの5年後の再発率は吸収線量52.5 Gy
では66 %、55 Gyでは54 %、58 Gyでは31 %に変化すると報告している。つまり、5 %の吸収
線量の差が10 %から20 %の再発率の差としてあらわれている。また、晩期障害と壊死の発生
率も吸収線量の増大に比例して増加している。この結果から、ICRUレポート24では患者への
投与線量の精度は5 %以内にするよう勧告し、投与線量の精度の重要性を強調している。 
 
 
1.2.2 不確かさの定義 
 どのような物理量を計測するときにも、計測結果には疑わしさ、つまり不確かさがともな
う。この不確かさの評価には、統計を用いて不確かさを推定する（通常、繰り返し読み取り
値から得る）タイプAと、その他すべての情報を用いて不確かさを推定するタイプBの2つの
方法がある。情報とは、測定に関する過去の経験をはじめとして、校正証明書、製造者の仕
様書、計算、公表されている情報、および常識から得られるものなどがある。 
また、これらの不確かさの寄与成分は、標準不確かさに変換されることによって同じ信頼
水準で表現される。標準不確かさは、ある標準偏差のプラスまたはマイナスの値とみなされ
る幅である。成分ごとに計算された標準不確かさは、平方和によって合成された結果、合成
標準不確かさが得られる4)。 
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(a) 再発率       (b) 晩期障害発生率     (c) 壊死発生率 
 
図 1.3 喉頭癌の再発率、晩期障害発生率、壊死発生率の吸収線量による変化 3,5)  
（単位変換して引用） 
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1.2.3 達成可能な投与線量の不確かさ 
実際の放射線治療では、治療患者の体内に線量計を埋め込み吸収線量を直接測定すること
はできない。このため、体内の吸収線量は図1.4（a）のように人体軟部組織と等価で平坦な
水ファントムで基準線量分布を測定し、（b）そのデータをもとに体輪郭による補正計算、体
内の空洞、肺および骨などの不均質部の存在による吸収・散乱の補正をおこなって求める。 
 AAPM Report 85 6)は患者投与線量に関連した不確かさについて調査を行った。表1に光子線
治療における患者線量の不確かさを示す。 
 表1.1で示されるように、患者投与線量の不確かさ評価には多くの考慮すべき項目がある。
現在、ある体積への投与線量の合成不確かさは5.0 %が望ましいことが認められ、これを達成
するために水中の校正点での線量の不確かさは2.5 %以内であることが求められる。さらに、
近い将来には3.0 %の不確かさが達成可能であるとされているが、この時には水中の校正点で
の線量の不確かさは1.0 %以内であることが求められる。 
 
 
 
 
 
 
図1.4 光子線線量計算の概要6) 
 
（a）水中での線量校正             （b）患者線量分布の計算 
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表1.1 MV光子線による全治療手順についての患者投与線量の合成相対標準不確かさ6) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
不確かさの原因 現在の不確かさ（%） 将来の不確かさ（%） 
水中の校正点での線量 2.5 1.0 
他の点での付加的な不確かさ 0.6 0.3 
ビームモニタの安定性 1.0 0.5 
ビームの平坦度 1.5 0.5 
患者データ 1.5 1.0 
患者セットアップと臓器の動き 2.5 2.0 
合成不確かさ（線量計算を除く） 4.3 2.5 
線量計算アルゴリズム 1.0/2.0/3.0/5.0 1.0/2.0/3.0 
合成不確かさ※ 4.4/4.7/5.2/6.6 2.7/3.2/3.9 
※線量計算アルゴリズムの精度毎に合成不確かさを与える。 
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1.2.4 標準計測における水吸収線量の不確かさの変遷 
表1.2に光子線の水吸収線量の不確かの比較を示す。2002年に発刊された「外部放射線治療
における吸収線量の標準測定法」（標準測定法01）は、AAPM TG-51 protocolやIAEA TRS-398
をはじめとして国際標準となりつつあった水吸収線量校正定数ND,wを採用した標準線量計測
法であったが、この時点で日本では水吸収線量標準が未整備であったため、ND,wが直接与え
られた電離箱によって水吸収線量を評価することで不確かさの低減を図るという目的は達
成されていなかった。 
 2011年に水吸収線量標準が制定され、2012年には「外部放射線治療における水吸収線量の
標準計測法」（標準計測法12）が発刊された。これにより、国際的なプロトコルと同等の不
確かさで水吸収線量の評価が可能となった。 
 
 
 
 
 
 
 
表1.2 光子線の水吸収線量の不確かの比較7-9) 
 
  
不確かさの要素 TRS-398 標準測定法01 標準計測法12 
水吸収線量校正定数 ND,w 0.6 1.5 0.54 
コバルト校正定数 NC - (0.74) - 
校正定数比 kD,X - (1.3) - 
電離箱の長期安定性 0.3 0.3 0.3 
基準条件の設定  0.4 0.4 0.4 
モニタ設定値に対する表示値 M 0.6 0.6 0.6 
補正係数 ki 0.4 0.4 0.4 
線質変換係数 kQ 1.0 1.0 1.0 
    
合成標準不確かさ（%） 1.5 2.0 1.5 
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1.3 標準計測のおける水吸収線量の質保証 
物理的線量を保証するためには、国際標準または国家標準からの不確かさがすべて表記さ
れた切れ目のない比較の連鎖、すなわちトレーサビリティが担保された線量計校正の経路が
確立され、いずれのユーザ施設でも実施可能な標準計測法が提供されている必要がある。 
 すべての放射線治療施設において不確かさの小さい吸収線量評価と、その吸収線量評価の
正しさが保証されるためには、次に掲げる項目が提供されている必要がある10)。 
a） 線量標準の確立 
b） 線量標準による電離箱線量計の校正 
c） 線量計測のための標準計測法 
d） 第三者による線量評価 
 
 
1.3.1 線量標準 
 日本においては1951年の計量法制定以来60年間、照射線量が線量標準の役割を果たしてき
た。しかし、人体軟部組織の約8割を水が占めることから、放射線治療では水に対する吸収線
量、すなわち水吸収線量による線量評価が求められている。照射線量標準で校正された電離
箱線量計による水吸収線量計測では、電離箱の形式ごとに照射線量から水吸収線量への変換
係数が与えられていた。これは、同じ形式の電離箱はすべて同じ壁材質、壁厚、電離空洞の
直径、中心電極であるという仮定によるものであり、個々の電離箱の特性によって生じる不
確かさを取り除くことはできない。 
水吸収線量標準により校正された電離箱線量計を用いる水吸収線量計測では、照射線量か
ら水吸収線量への変換係数が不要であり、個々の電離箱の特性が考慮された不確かさの小さ
い吸収線量評価が可能になる。2011年、グラファイトカロリメータおよびグラファイト壁空
洞電離箱が特定標準器として指定され、項目a)に該当する60Co γ線による水吸収線量標準が産
業技術総合研究所（産総研、NMIJ）に確立した。図1.5にグラファイトカロリメータの断面図
を示す。 
 
 
1.3.2 線量標準による電離箱線量計校正 
 物理量の計測では、不確かさがすべて表記された切れ目のない比較の連鎖によって、国際
標準あるいは国家標準につながるトレーサビリティが確立されている必要がある。放射線治
療の質保証の一つとして水吸収線量を正しく評価するためには、個々の治療施設において評
価される水吸収線量と一次線量標準との間にトレーサビリティが確立している必要がある。
このためには、校正（calibration）とよばれる作業によって、電離箱線量計が表示する値と水
吸収線量標準との間の関係を表す校正定数が与えられている必要がある。 
 10 
 
 
 
図1.5 グラファイトカロリメータの断面図11) 
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 図1.6に線量のための国際計量システムの概念および日本における電離箱校正体制を示す。
ユーザ施設の電離箱線量計は、二次線量標準機関（SSDL）で校正される。SSDLにおける水
吸収線量標準の値づけに使用する電離箱線量計（特定二次標準器）は、各国の一次線量標準
機関（PSDL）で定期的に校正され、さらにPSDLと国際度量衡局（BIPM）の間での定期的な
国際相互比較によって正しさを相互に確認し合うことによりトレーサビリティが確立され
る。 
 日本でも産総研とBIPMとの間で水吸収線量の国際相互比較が行われ、さらに計量法校正
事業者登録制度（Japan Calibration Service System ; JCSS）で認定された水吸収線量標準による
電離箱線量計校正サービスが提供されている。ユーザ施設のリファレンス線量計を1年に1度
の頻度でJCSS校正することで、項目b）が確保されることになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図1.6 線量の国際計量体系（IMS） と日本における電離箱校正体系12) 
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1.3.3 線量計測のための標準計測法 
 物理的線量を保証するためには、いずれのユーザ施設でも実施可能の標準計測法が提供さ
れている必要がある10)。 
 標準計測法については、1972年に「放射線治療における60Co γ線および高エネルギーX線の
吸収線量の標準測定法」、1974年には「放射線治療における高エネルギー電子線の吸収線量
の標準測定法」が、日本医学物理学会の前身である日本医学放射線学会物理部会から発刊さ
れた。また、1986年には既刊の2冊を改訂、合冊した「放射線治療における高エネルギーX線
および電子線の吸収線量の標準計測法」が発刊された。さらに、IAEAやAAPMをはじめとし
て国際的に標準となりつつあった水吸収線量校正定数を採用した「外部放射線治療における
吸収線量の標準測定法」（標準測定法01）が2002年に発刊された。 
 一方、放射線治療で使用される電離箱線量計の校正は、1972年に全国12か所の日本医学放
射線学会物理部会地区センター（医療用線量標準センター）で開始された。この事業は2004
年から医用原子力技術研究振興財団に引き継がれ、放射線医学総合研究所の60Co γ線照射装
置を使用して実施されている。2008年11月、医用原子力技術研究振興財団線量校正センター
は「計量法校正事業者登録制度」によるJCSS校正事業者に認定され、国際標準化機構および
国際電気標準会議が定めた校正機関に関する基準（IEC/ISO 17025）に適合した電離箱線量計
校正サービスを提供している。この校正は、水吸収線量が国家標準として未整備であったこ
とから、1972年以来60Co γ線による照射線量を標準としたコバルト校正定数の提供に留まっ
ていた。このため、水吸収線量校正定数が直接与えられた電離箱線量計を使用することによ
って線量評価の不確かさを低減するという標準測定法01の本来の目的は実現されない状況
が続いてきた。 
しかし、放射線治療における需要から、文部科学省の知的基盤整備計画における計量標準
の整備項目の一つとして水吸収線量が掲げられ、標準化の準備が進められてきた。2011年7月
15日付の経済産業省告示第百六十四号によってグラファイトカロリメータが特定標準器と
して指定され、同第百六十五号で60Co γ線による水吸収線量標準によって特定二次標準器と
して使用される電離箱線量計の校正が産業技術総合研究所で行われる体制が確立された。さ
らに、医用原子力技術研究振興財団においてもJCSS認定の60Co γ線による水吸収線量校正定
数を直接与える電離箱線量計の校正サービスの提供が2012年に開始された。 
以上のような電離箱線量計校正の変化に対応し、光子線、電子線だけではなく、陽子線お
よび炭素線治療も包括した外部放射線治療における水吸収線量計測の標準的方法を提供で
きるよう、日本医学物理学会計測委員会下の執筆委員会より、「外部放射線治療における水
吸収線量の標準計測法」（標準計測法12）が2012年より発表された。従来と同様、標準計測
法12は放射線治療施設や教育機関において線量計測の手順書、教科書または参考書として利
用を目指した構成となっており、外部放射線治療における物理線量評価の不確かさを低減さ
せることによる治療成績向上に対する貢献が期待されている。 
 
 
1.3.4 水吸収線量の第三者評価 
 水吸収線量の品質保証は本来各施設内において実施すべきで項目であるが、すべての放射
線治療施設で正しく水吸収線量評価が実施されていることを確認するためには、第三者によ
 13 
 
 
る検証が必須となる。また、治療用照射装置の出力線量が全国的に同一基準ということがが
ん治療および臨床研究の基本となるため、治療に関わる装置の保守管理は非常に重要である。 
近年では、線量計を郵送して照射装置の出力確認を第三者機関が行う第三者評価プログラ
ムは、IAEA（International Atomic Energy Agency）やWHO（World Health Organization）を始め
とした機関により、世界各国で実施されており、2007年では全世界の約60 %の施設が郵送測
定による第三者評価プログラムによる監査を受けている。 
国内では、医用原子力技術研究振興財団が第三者評価機関として「治療用照射装置（X線）
の出力線量測定業務（郵送測定）」を2007年11月1日から開始している。財団の出力線量測定
では、ガラス線量計素子を各施設へ郵送し、施設で規定の照射を行って返送された素子を測
定・評価することで、各施設の水吸収線量の検証を行っている。 
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1.4 研究の主題 
上述のように、治療成績の向上のためにさらなる物理的線量の不確かさの減少、がん医療
の均てん化のために全国の各施設における物理的線量の保証が求められている。 
物理的線量を保証するためには、国際標準または国家標準からの不確かさがすべて表記さ
れた切れ目のない比較の連鎖、すなわちトレーサビリティが担保された線量計校正の経路が
確立され、いずれのユーザ施設でも実施可能な標準計測法が提供されている必要がある。さ
らに線量の妥当性を検証するために第三者による外部監査が必要である。 
 このため本研究では、外部放射線治療の投与線量の不確かさ低減のために、次の4つの主題
について研究を行った。 
 
1）電離箱校正方式の移行による光子線の水吸収線量の不確かさの変化 
 水吸収線量の不確かさを低減する目的で、1999年頃から国際的な標準計測プロトコルは水
吸収線量標準によって提供される水吸収線量校正定数ND,wをフォーマリズムに採用してきた。
日本においても日本医学物理学会が2002年にND,wをフォーマリズムに採用した標準測定法01
を発行した。しかし、水吸収線量標準が確立していなかったため、照射線量標準による電離
箱線量計校正で与えられたコバルト校正定数NCと、照射線量から水吸収線量への換算のため
に電離箱線量計の型式ごとに与えられた校正定数比kD,Xの積からND,wを得ていた。このため、
この時点ではND,wの採用による不確かさの低減という本来の目的は達成されていなかった。 
 2011年7月に産業技術総合研究所においてグラファイトカロリメータを特定標準器とした
電離箱線量計の校正体制が確立された。さらに、医用原子力技術研究振興財団においても
JCSS認定の60Co γ線による水吸収線量校正定数を直接与える電離箱線量計の校正サービスの
提供が2012年に開始された。以上のような電離箱線量計校正体制の変化に対応し、外部放射
線治療における水吸収線量計測の標準的な方法を提供する、標準計測法12が発行された。こ
れにより、ユーザは水吸収線量標準でのND,wによる吸収線量評価が可能となった。 
 そのため、本研究では長期間にわたる電離箱線量計を使用した訪問による第三者評価の結
果を解析し、照射線量から水吸収線量標準への移行によるユーザ施設での光子線の水吸収線
量の不確かさの変化を明らかにする。 
 
2）ユーザ施設における光子線の標準線量計測の不確かさの要因 
 標準測定法01に準拠して評価した水吸収線量の不確かさの主な因子は、照射線量から水吸
収線量への換算のために電離箱線量計の型式ごとに与えられた校正定数比kD,Xであった。水
吸収線量標準が確立し、水吸収線量評価の方法が標準計測法12へ移行すると水吸収線量の不
確かさの要因は、基準線質Q0から測定対象とする線質Qに対する電離箱の応答の違いを補正
する電離箱線量計の型式ごとに与えられた線質変換係数kQとなった。近年では、産業技術総
合研究所においてリニアックビームによる線量標準が開発され、校正サービスの供給が始ま
っている。いずれはトレーサビリティが担保された線量計校正の経路が確立し、リニアック
ビームによってユーザの電離箱線量計を校正することでkQが不要になることが期待される。
水吸収線量の不確かさの要因であったkQが水吸収線量のフォーマリズムから除かれることで、
標準線量計測の水吸収線量の合成標準不確かさの要因は、電離箱線量計の選択や水ファント
ムや電離箱線量計の設置などのユーザの知識や手技に大きく影響される要素になると考え
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られる。 
したがって、本研究では電離箱線量計を使用した訪問による第三者評価の結果を解析し、
ユーザ施設における水吸収線量の不確かさの要因について解析する。 
 
3）FFF光子線の水吸収線量計測法の提案 
放射線治療の高精度化のために、日々新しい照射機器や照射技術が開発され、臨床に導入
されている。標準測定法01発刊以降に臨床現場において、TomotherapyやCyberKnifeといった
強度変調放射線治療（IMRT）や定位放射線照射（STI）に特化した装置が普及した。これら
の装置は上述の特殊治療に特化した装置であるため、通常のリニアックと異なりフラットニ
ングフィルタを有していない。そのため、線質が通常のリニアックと異なる。加えて、標準
測定法01が定める基準照射野を設定できないことがユーザ施設における水吸収線量評価の
課題であった。この問題の解決のために標準計測法12は、上述の装置に特化した線質指標や
計測の基準条件を定義した。このように標準計測法には、新しい照射技術における物理線量
を決定するための標準的な計測法を提供するために継続的な改訂作業が求められる。 
2012年の標準計測法12の発刊以降、臨床現場ではフラットニングフィルタを使用しない
flattening filter-free（FFF）ビームを搭載したリニアックが普及している。従来のリニアックビ
ームと比べて線量率が高く、IMRTやSTIなどの一度の照射あたりに多くのモニタ設定値を使
用する照射法において治療時間の短縮によって1回の照射中に起こる位置変動（Intra-
fractional motion） による誤差の低減が期待されている。しかし、リニアックのFFFビームは
上述の治療装置と同様に線質が通常のリニアックビームと異なること、基準条件における軸
外線量比の平坦な部分が狭いといった特性がユーザ施設における水吸収線量評価の課題と
なる。 
したがって、本研究では、FFFビームの軸外線量比、線量率およびエネルギースペクトル
が電離箱による水吸収線量計測における部分体積効果、イオン再結合補正および線質変換係
数へ与える影響を明らかにし、FFFビームの水吸収線量計測法を提案する。 
 
4）蛍光ガラス線量計による電子線の水吸収線量計測法の提案 
光子線の出力については、蛍光ガラス線量計を用いた郵送による第三者評価体制が放射線
医学総合研究所および医用原子力技術研究振興財団より提供されている。近年ではがん診療
連携拠点病院の指定要件とされ受審件数が増加しており、全国的に物理線量の妥当性が検証
される体制が整いつつある。一方、電子線出力の郵送による第三者評価サービスは提供され
ていない。これは蛍光ガラス線量計の電子線に対する物理特性が明らかになっていないこと
が原因の一つであると考えられる。電子線はある深さから線量分布が急峻に変化するという
性質を持つ。この深さは電子線エネルギーによって変化するため、電子線の出力評価では校
正深での線量評価に加えて、エネルギー評価も重要な管理項目の一つとなる。 
しがたって、本研究では電離箱による電子線の水吸収線量とRGDによる線量変化の要因を
明らかにするために、各深さでのRGDの線質変換係数kQおよび線量応答直線性を明らかにす
る。そして最後にRGDによるDwの計測法を提案する。 
 
以下、これらの研究成績について報告する。  
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1.5 本論文の構成 
 1章では、がんの放射線治療、放射線治療における投与線量の重要性および投与線量の保証
に必要な項目を示した。さらに、これらに基づいて問題点を明確にし、本研究の主題を示し
た。 
 2章では、本研究に深く関わる2つの水吸収線量の計測理論を示す。一方は、電離箱線量計
を用いた計測理論である。電離箱線量計による水吸収線量の計測は標準的な計測法を提供す
る標準計測法に準じて行われるため、本邦で主に使用されている標準計測法12の計測理論に
ついて示す。 
もう一方は、蛍光ガラス線量計を用いた水吸収線量の計測理論である。蛍光ガラス線量計
による水吸収線量の計測では、上述の電離箱線量計で得た水吸収線量を用いて蛍光ガラス線
量計を校正する方法が一般的であり、光子線についての計測理論を示す。 
3章では、電離箱の校正方法の移行によるユーザ施設の水吸収線量の不確かさの変化を明
らかにする。2012年に照射線量から水吸収線量へ電離箱の校正方法が移行した。そのため、
校正方法の移行によるユーザ施設における水吸収線量の不確かさの変化を明らかにするた
めに、電離箱線量計を用いた訪問による第三者評価の結果を解析する。電離箱型式に与えら
れる補正係数であるkD,Xが水吸収線量のフォーマリズムから除かれたことによる、ユーザ施
設における光子線の水吸収線量の不確かさの低減を明らかにした。 
 4章では、光子線の水吸収線量計測の不確かさの要因を明らかにする。投与線量の不確かさ
の低減を目的に、ユーザ施設における水吸収線量計測の不確かさの要因を解明するために、
第三者評価の結果、特に温度気圧補正係数kTP、イオン再結合補正係数ks、線質指標TPR20,10お
よび線質変換係数kQについて解析する。結果から、TPR20,10の相違は施設間の水吸収線量の相
違に匹敵するほど大きく、つまり、電離箱線量計の校正深への設置のバラツキがユーザによ
る水吸収線量計測の不確かさの要因であることを示した。 
 5章では、リニアックのflattening filter-free（FFF）ビームの水吸収線量の計測法を提案する。
まず、FFFビームの軸外線量比、線量率およびエネルギースペクトルによる電離箱による水
吸収線量計測への影響を明らかにする。FFFビームは通常のリニアックビームに比べてOAR
の平坦な領域が狭く使用する電離箱によっては中心軸の線量を過小評価すること、エネルギ
ースペクトルの変化により平均制限質量衝突阻止能比を過大評価することを示した。そのた
め、電離箱の部分体積効果およびFFFビームのための線質変換係数を含めた水吸収線量算出
のためのフォーマリズムを提案した。 
 6章では、深さによる水に対する蛍光ガラス線量計（RGD）の応答の変化の要因を明らかに
する。本研究では各深さでのRGDの線質変換係数kQおよび線量応答直線性を明らかにした。
結果から、水に対するRGDの質量衝突阻止能比の電子線エネルギーによる変化が、電離箱に
よる水吸収線量とRGDの応答の差の要因であることを示した。そして最後にこれらのパラメ
ータを考慮したRGDによる水吸収線量の計測法を提案した。 
7章では、3章から6章で示した研究成績を要約し、本研究の結論および今後の研究課題を述
べた。
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2章 背景 
 
2.1 電離箱線量計による水吸収線量計測理論 
2.1.1 吸収線量計測のための測定量 
2.1.1.1 照射線量 
 照射線量Xは、dqをdmで除した値であり、次式で表される。単位はC kg-1である。 
d
d
qX
m
=         (2.1) 
ここで、dqは質量dmを有する乾燥空気中に光子によって放出されたすべての陰電子と陽電
子が乾燥空気中で完全に止められた場合に発生した一方の符号のイオンの平均全電荷の絶
対値である13)。 
照射線量はエネルギーEの光子のフルエンス分布ΦEとその光子に対する乾燥空気の質量エ
ネルギー転移係数μtr/ρ、または質量エネルギー吸収係数μen/ρを用いて、次式のように表され
る。 
tr
E
en
E
(1 ) d
d
eX E g E
W
e E E
W
µ
Φ
ρ
µ
Φ
ρ
≈ −
=
∫
∫
      (2.2) 
ここで、eは素電荷、Wはイオン対を生成するために必要な乾燥空気中の平均付与エネルギ
ー、gは乾燥空気中の放射過程による二次電子の運動エネルギーの割合である。 
 
2.1.1.2 吸収線量 
 吸収線量Dは、dε をdmで除した値であり、次式で表される。単位はJ kg-1であり、特別な名
称はGyである。 
d
d
D
m
ε
=         (2.3) 
ここで、d ε は放射線によって質量dmの物質に付与される平均エネルギーである。吸収線量
は全ての物質、電離放射線に対して使用される量であり、放射線治療における投与量として、
およびその効果の評価に使用される線量である。放射線治療では、断りのない限り、吸収線
量は水吸収線量absorbed dose to water, Dwを指す。 
 
 
2.1.2 吸収線量の決定法 
 現在、日本国内において外部放射線治療装置からの放射線を扱う現場では、電離箱式の測
定器が線量計として一般的に用いられている。この線量計で測定される量は、電流（A）、電
荷（C）またはそれらに比例する量であり、水吸収線量（Gy）や水吸収線量率（Gy s-1）とは
異なる。この線量計で水吸収線量を得るには二つの方法が考えられる。 
 一つはその線量計に固有なすべての補正係数や変換係数を計算または測定から導出する
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絶対線量計測法であり、もう一つは水吸収線量への変換係数（校正定数）が既知である測定
器（標準器）と線量計の出力を比較する方法である。一般に臨床現場で用いられる線量計に
は後者が用いられ、これは校正と呼ばれる。校正は必ず標準器と被校正器の組合せで行われ、
ここで使われる標準器は必ずそれ以前の校正において別の標準器を使って校正されている。
このような校正の連鎖のことをトレーサビリティと呼んでいる。このトレーサビリティをた
どっていくと、いずれ前者の絶対線量計測で水吸収線量を決定している標準器にたどり着く。
この標準器は一次標準器と呼ばれており、世界の主要な国では国家標準として一次標準器を
設定している。日本では産業技術総合研究所（産総研）がその役割を果たしている。各国の
国家標準は相互に比較することで標準器の測定値とその不確かさの妥当性を確認している10)。 
 図2.1に各種線量計の使用分類と種類を示す。水吸収線量の測定方法には、熱量測定、フリ
ッケ線量測定、電離箱線量計測などの複数の方法がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図2.1 各種線量計の使用分類と種類14) 
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2.1.2.1 カロリメータによる絶対線量計測 
 式2.3の dε を熱として計測する場合は熱量計測であり、カロリメータが代表的な測定器で
ある。代表的な一次標準器としてのカロリメータには水カロリメータとグラファイトカロリ
メータがある。 
 水カロリメータは、水吸収線量の定義に忠実な測定方法であるため、最も少ない補正で水
吸収線量を設定できると期待されている。その一方で、水カロリメータ内の温度勾配に起因
する水の対流により吸収したエネルギーが拡散すること、この対流を極小化するために水温
を4 ℃に保つ冷凍機により装置が巨大化すること、水に吸収されるdε の一部が熱に変換さ
れず化学変化で消費されること、そして水の熱容量が大きいため放射線照射による温度上昇
が小さいこと、などが水カロリメータの欠点としてあげられている15)。このため、グラファ
イトカロリメータを使った測定法が現在最も多くの国で一次標準として整備されており、産
総研でもこの方法を採用している。 
 
2.1.2.2 電離箱線量計による絶対線量計測 
式2.3のdε を電荷に変換した場合、測定方法は電流（電荷）測定となり、代表的な一次標準
器として電離箱がある。しかし、測定電荷をエネルギーに変換する際に物理定数（W値）を
使わなくてはならないことが最大の欠点となっている。そのため、多くの国において電離箱
式の国家標準が整備されているが、これらは他国の一次標準器によって校正された二次標準
である場合が多い。 
電離空洞内に存在する電子フルエンスに対する空気の線量Dairは、空洞の空気の質量mairが
正確に分かっていれば次の式で求めることができる。 
air
air
air
WqD
m e
=         (2.4) 
ここで、q（C）は測定電荷、Wair（J）は空気1分子を1回電離するのに必要な平均エネルギー
である、e（C）は素電荷である。Bragg-GrayおよびSpencer-Attixの空洞原理によって、次式の
ように空気の線量が水の線量に変換できる。 
w
w air
air Q
LD D
ρ
  
=   
   
       (2.5) 
ここで、 w,air( / )L ρ はある線質での空気に対する水の平均制限質量衝突阻止能比である。最終
的に求める水吸収線量Dwと測定電荷qの関係は次のように表される。 
w
air
w
air air Q
i j
i j
Wq LD P k
m e ρ
  
=   
   
∏ ∏       (2.6) 
ここで、Piとkjは電離箱が理想的な微小空洞ではないことなどに対する各種補正係数である。
式2.6による水吸収線量の絶対計測では、上記のように多くの物理量および補正係数を高精度
に定量することが要求される。一般にその困難性のために、多くの医療施設では相対線量計
測により水吸収線量を評価している。 
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2.1.2.3 電離箱線量計による相対線量計測 
コバルト線質での水吸収線量への変換係数（水吸収線量校正定数ND,w）が与えられている
電離箱線量計による線質Qでの補正された測定値Mと水吸収線量 w,QD の関係は以下の式のよ
うになる7)。 
0 0w,Q Q D,w,Q Q,Q
D M N k=        (2.7) 
ここで、
0Q,Q
k は基準線質Q0と測定線質Qによる電離箱応答の違いを補正する係数である。通
常、
0D,w,Q
N は二次線量標準機関による校正で電離箱毎に与えられ、
0Q,Q
k は標準線量計測法に
より電離箱型式毎に与えられる。このため、測定が絶対線量計測に比べて簡便であることや
絶対線量計で決定された国家標準（一般に一次線量校正機関）にトレーサブルであることが、
校正法の利点である。 
 
 
2.1.3 電離箱線量計の構造 
 電離箱線量計は放射線による電離空洞内の空気の電離によって生じたイオン対のどちら
か一方の電離電荷を収集する検出器であり、エネルギー特性、温度気圧特性、線量率特性な
どの様々な特性が明らかにされている。さらに、小型で安価であるため、放射線治療を行っ
ている医療機関での水吸収線量の評価に広く用いられている。 
 電離箱線量計には円筒形電離箱、平行平板形電離箱、球形電離箱など様々な形状があるが、
光子線計測では円筒形電離箱の使用が一般的である7,16,17)。円筒形電離箱は、その電離空洞の
大きさによって、図2.2に示すようにファーマ形（0.6 cm3程度）、スキャニング型（0.1 cm3程
度）、マイクロ型（0.1 cm3程度）に分類される16)。収集される電離電荷は電離空洞の体積に
比例するため、応答は電離空洞の大きさに比例する。そのため、小型であるほど計測される
電離電荷が小さくなりノイズなどの影響を受けやすくなる欠点があるが、空間分解能が向上
するという特徴があるため、用途によって適切なサイズの電離箱を選択する必要がある。 
標準測定法12では、一般的な治療装置のモニタ線量計の校正を行う際に原則としてファー
マ形電離箱線量計を使用することを推奨している。ファーマ形電離箱の電離空洞の構造を図
2.3に示す。ファーマ形電離箱は、およそ電離体積0.6 cm3、円筒形部外径7 mm、円筒形部内径
6 mm、円筒形部長さ24 mm前後のサイズを持つ円筒形（指頭形）電離箱である。通常、10 cm 
× 10 cmでの照射野における標準線量計測に使用される線量計である。 
スキャニング型は電離空洞の長軸と直径がともに6 mm程度のサイズである、比較的安定し
た測定値と、高い空間分解能を有する電離箱である。主に線量分布測定などのスキャン計測
に用いられ、ファーマ形とマイクロ型を折衷した特徴を持つ。 
マイクロ型の電離空洞は長軸が3 mmから5 mm程度、直径が2 mmから3 mm程度であり，約
0.01 cm3の電離体積をもつ電離箱である。高い空間分解能を有するため、近年の小照射野を
利用した放射線治療において、スキャン測定や相対的な出力測定に用いられる。ただし、測
定される電離電荷が非常に小さいため、電離空洞以外の部分が照射されることによる漏電電
流や測定系からの漏洩電流の流入が計測される水吸収線量の不確かさを増大する原因とな
る場合がある。また、ケーブルやコネクタ部の絶縁状態に影響されて測定値が変動する場合
があり、長期の安定性がファーマ形などに比べて劣るなどの問題がある。 
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（a）ファーマ形        （b）スキャニング型      （c）マイクロ型 
図2.2 円筒形電離箱の外観18) 
 
 
 
 
 
図2.3 ファーマ形電離箱の構造19) 
空洞壁（wall）、中心電極（collector）、保護電極（guard）、絶縁体（HV insulator）で構成
され、中心電極と空洞内壁の間の電場（electric field）によって電離電荷を収集する。 
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2.1.4 電離箱による線量計測の補正係数 
 式2.7のMQは
0, ,QD w
N が与えられた測定環境と異なることに対する補正を施した値であり、
補正前の電離箱線量計の表示値の平均 QM に、温度気圧補正係数kTP、電位計校正係数kelec、極
性効果補正係数kpolおよびイオン再結合補正係数ksを乗じて次式のように求められる。 
Q Q TP elec pol sM M k k k k=        (2.8) 
 一般的な標準計測法では、通気型の電離箱を推奨しているため、温度気圧補正係数で、電
離空洞内の空気の質量が温度と気圧によって変化することを補正し、基準条件での質量に換
算する必要がある。kTPは次式で算出する。 
0
TP
0
(273.2 )
(273.2 )
PTk
T P
+
=
+
       (2.9) 
ここで、温度T（℃）および気圧P（kPa）は、測定時の電離箱内の空気の温度と気圧である。
ただし、電離箱内の空気の温度を直接測定することはできないので、水ファントムの温度（水
温）を採用する。国内での水吸収線量校正の基準条件は、T0=22.0 ℃、P0=101.33 kPaである。 
 校正方法は2種類あり、電離箱と電位計が接続された状態で一つの系として校正されてい
る場合は電位計校正定数kelecは1である。一方で、電離箱と電位計を分離して校正する場合は、
電位計の表示値（rdg）を真の電荷（C）に換算する校正定数kelecが電位計校正によって与えら
れる。 
 
2.1.4.1 極性効果補正係数 
 印加電圧の正負によって電位計の表示値が変化するかどうかは、線質ごと、電離箱ごとに
確認しておく必要がある。光子線の場合は極性効果を無視できるが、荷電粒子の場合、特に
電子線では極性効果が有意である。 
 極性効果が有意である場合は両極性での電離電荷の絶対値をとり、その平均値を真の電離
電荷として、極性効果補正係数kpolを1とする。 
 どちらか一方の極性で使用する場合はkpolを次式で算出しておき、表示値の補正を行う。 
raw raw
pol
raw2
M M
k
M
+ −+
=        (2.10) 
ここで、 rawM
+ および rawM
− は正および負それぞれの印加電圧での電位計の表示値、 rawM は通常
使用する極性での電位計の表示値である。 
 医療用線量標準センターにおける平行平板形電離箱の校正では正および負の電圧を印加
し、その絶対値の平均から水吸収線量校正定数を与えている。もし、極性効果を示す平行平
板形電離箱を使用し、どちらか一方の極性のみで測定する場合は式2.10を利用して極性効果
に対する補正を行う必要がある20)。 
 
2.1.4.2 イオン再結合補正係数 
 放射線の照射によって電離箱の電離体積内に発生した正負のイオンの間で再結合が生じ
る。このイオン再結合は（i）異なった電離トラック間で生じる一般再結合と、（ii）一つの
電離トラックの中でイオンが再結合する初期再結合に分類される。一般再結合は電離電荷の
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密度に依存するため線量率により変化するが、初期再結合は線量率には依存しない。 
 パルス放射線ではパルス当たりの線量率が非常に大きく、一般再結合が有意となる。パル
ス放射線には2点電圧法によるイオン再結合補正係数ksを適応することが推奨される21)。この
方法では、通常通電する電圧V1と、V1の2分の1以下の電圧V2、の2つの電圧を電離箱に印加し
て測定を行う。印加電圧V1およびV2での線量計の表示値がそれぞれM1およびM2であるとき、
ksは次式で求められる22)。 
2
1 1
s 0 1 2
2 2
M Mk a a a
M M
   
= + +   
   
      (2.11) 
ここで、定数a0、a1およびa2は、V1/V2により原文の表に記載された値を用いる。 
 60Co γ線などの連続放射線では電荷の収集効率が印加電圧の2乗に依存することから、次式
でksを算出する22,23)。 
2
1 2
s 2
1 2 1 2
( / ) 1
( / ) ( / )
V Vk
V V M M
−
=
−
       (2.12) 
 印加電圧を変更した場合、表示値が安定するまで時間を要することがあるので注意が必要
である21)。また、イオン収集効率を上げる（ksを1に近づける）ことを目的に印可電圧を定格
電圧以上にすることは、電離イオンによる二次電離（ガス増幅）や絶縁破壊を引き起こす可
能性があるので避けなければならない。 
 
2.1.4.3 線質変換係数 
 基準線質Q0と異なる線質（線種およびエネルギー）Qで照射されることにより、電離箱の
応答は変化する。個々の電離箱線量計に対して、使用されるすべての線質Qでの D,w,QN が実際
の校正によって与えられる状況が理想であるが、これを医療用線量標準センターで実現する
ことは難しい24)。そのため以下の係数により、電離箱応答の変化を補正する。 
 線質変換係数
0Q,Q
k は、線質Q0での水吸収線量校正定数
0D,w,Q
N に対する線質Qでの D,w,QN の
比と定義される。 
0
0 0 0
D,w,Q w,Q Q
Q,Q
D,w,Q w,Q Q
/
/
N D M
k
N D M
= =       (2.13) 
これによって線質Qでの D,w,QN は、基準線質Q0での 0D,w,QN に線質変換係数 0Q,Qk を乗じること
によって求められることになる。 
  
0 0D,w,Q Q,Q D,w,Q
N k N=        (2.14) 
 式2.13において線量計の表示値
0Q
M および QM が等しい場合の水吸収線量の比 0w,Q w,Q/D D
はBragg-Grayの理論から、 
  
0
0 0
col w,air airw,Q Q
Q,Q
w,Q col w,air air Q
( / )
( / )
S W PD
k
D S W P
ρ
ρ
  
= =
  
     (2.15) 
で求められる。ここで、 col w,air( / )S ρ は空気に対する水の質量衝突阻止能比、Wairは空気中で1
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イオン対生成に費やされる平均エネルギー、Pは全擾乱補正係数である。さらに、光子および
電子では60Co γ線に対してWairは変化しないと仮定できること、 col w,air( / )S ρ を平均制限質量衝
突阻止能比 w,air( / )L ρ に置き換えることによって、次式のように簡略化される。 
0
0
w,air Q
Q,Q
w,air Q
( / )
( / )
L P
k
L P
ρ
ρ
  
=
  
       (2.16) 
 以上の理由から、標準計測法7,17,25)では製造者から提供された電離箱の形状と材質データを
利用し、理論式と現実的なデータから型式ごとに算出した
0Q,Q
k が提供される。この方法では
型式が同一であっても、電離箱ごとの個体差までは考慮されないことを理解しておく必要が
ある。 
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2.2 医療用リニアック 
2.2.1 治療ヘッドの構造 
図2.4にリニアックの外観および内部構造を示す。治療ヘッドはビーム上流から、電子銃、
加速管、偏向マグネット、ターゲット、フラットニングフィルタ、ジョー、マルチリーフコ
リメータなどによって構成されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図2.4 リニアックの外観および内部構造26)  
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2.2.2 フラットニングフィルタの役割 
高エネルギー光子線の一次光子のフルエンス分布は、ターゲットでの制動放射により前方
に凸な形状を示す。この形状は光子エネルギーによって変化する。そのため、この影響を補
正するために医療用リニアックの治療ヘッド部にフラットニングフィルタが採用されてい
る。フラットニングフィルタの一般的な形状は円錐形で中心の厚さは数センチメートルであ
る。原子番号の高い物質から成るため、中心軸ほどフルエンスを減少させ、特定の深さでほ
ぼ均一な線量プロファイルが得られている。 
しかし、近年登場した、小照射野を利用する定位放射線照射（Sterotactic raidotherapy, SRT）
ではフラットニングフィルタを要せずとも均一な線量プロファイルが得られ、照射野内のフ
ルエンスを変化させる強度変調放射線治療（Intensity modulated radiotherapy, IMRT）では均一
な線量プロファイルを必要としない。そのため、高線量率が期待できるflattening filter-free
（FFF）ビームを搭載した医療用リニアックへの関心が高まった。 
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2.2.3 flattening filter-freeビームの特徴 
このような背景から登場したFFFビームはフラットニングフィルタを有するFFビームと比
較して以下のような特徴を有する。 
 
2.2.3.1 深部線量分布 
FFビームと同一の電子加速エネルギーでは、ビームハードニング現象による平均エネルギ
ーの増加が起こらないため、同一深さでのFFFビームの深部線量分布（percentage depth dose, 
PDD）は減少する27)。図2.5にリニアック（TruBeam, Varian medical systems）の照射野10 cm×10 
cmの6 MV FFビームおよびFFFビームの深部線量百分率（PDD）を示す。FFビームの10 cm深
のPDDは66.5 %であるのに対して、FFFビームでは63.3 %に減少した。FFFの6 MVビームの
PDDは標準的な4 MVもしくは5 MVビームのPDDに、FFFの18 MVビームのPDDは典型的な15 
MVビームのPDDに相当すると報告されている28)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図2.5 照射野10 cm×10 cmの6 MV FFビームおよびFFFビームの 
深部線量百分率（PDD）の比較 
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2.2.3.2 軸外線量比 
図2.6に示すように、FFFビームでは大照射野になると中心軸の軸外線量比（off axis ratio, 
OAR）が高く裾ほど低下する。OAR形状は光子ビームエネルギーに依存し、エネルギーが高
いほど前方への放射が多くなるため、中心軸と裾のOARの高低差は大きくなる28)。また、FF
ビームでは測定深が深くなるほど中心軸外の線量が顕著に低下する。これは、中心軸ほど光
子の平均エネルギーが高いためであると考えられ28)、フラットニングフィルタの無いFFFビ
ームではこの影響はほとんどみられない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図2.6 照射野40 cm×40 cmの6 MVビームの軸外線量比（OAR） 
x軸は、FFビームは50 %線量位置で、FFFビームは30 %線量位置で正規化された中心軸から
の距離である。 
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2.2.3.3 線質 
AAPM TG5125)やIAEA TRS-3987)のような従来の線量計測法が提供する補正係数や阻止能
比は、FFを有する従来のリニアックの光子スペクトルに基づく。しかしこれらのエネルギー
スペクトルは臨床の環境において計測で決定することが難し。そのため、これらのプロトコ
ールでは、基準照射野での深部量百分率あるいは組織ファントム比から容易に導くことがで
きる線質指標（%dd(10)XやTPR20,10）から線質を決定する。 
線量決定には空気に対する水の阻止能比が重要であるが、このパラメータにもスペクトル
の相違が影響する。Xiongら29)は、FFFビームに対してTG-51に従い%dd(10)Xの関数による阻
止能比を不確かさがわずかに大きくなるが適用できると結論づけた。また、TRS-398に従い
TPR20,10による阻止能比を使用する場合は阻止能比を0.5 %程度過大評価することを示した。
ただし、彼らのシミュレーションには散乱光子および混入電子除去のための金属フィルタが
含まれていなかった。そのため、実際の阻止能比とは異なる可能性がある。 
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2.3 蛍光ガラス線量計による水吸収線量計測理論 
2.3.1 光刺激ルミネセンスの原理 
 銀活性化燐酸塩ガラスは、図2.7に示すように放射線を照射されると電子および正孔が形成
され、電子はガラス構造中のAg+に捕獲されAg0となる。一方、正孔はいったんPO4に捕獲さ
れるが、時間の経過とともにAg+へ、さらにAg++に移行する。このAg0およびAg++が共にガラ
ス中でradiophotoluminescence（RPL）中心となる30)。その後紫外線で励起するとオレンジ色に
発光する。この現象はラジオフォトルミネセンスと呼ばれ、このRPL量は素子の吸収線量に
比例することから線量計として利用されている。 
 
 
2.3.2 蛍光ガラス線量計の特性 
2.3.2.1 素子の形状および化学組成 
 蛍光ガラス線量計（radiophotoluminescent glass dosimeter, RGD）素子の化学組成は重量百分
率で、P：31.55 %、O：51.16 %、Al：6.12 %、Na:11.0 %およびAg:0.17 %である。また、光電
吸収効果領域に対する実効原子番号は10.9である。 
 主に使用されているRGD素子の形状は円柱状で、1.5 mmφ×8.5 mm（GD-301）とID番号付
の1.5 mmφ×12 mm（GD-302M）の2種類である。放射線治療の線量測定によく使用されるSi半
導体検出器より小さく、小照射野の線量評価にも用いられている31)。 
 
 
 
 
図2.7 RPL中心の形成と発光原理32) 
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2.3.2.2 出力の変動および直線性 
 4 MV X線、照射野10 cm×10 cm、5 cm深で45 mGyを照射した24素子のRPL表示値とその中
の1素子のRPLを10回繰り返して求めたRPL表示値を比較し、24素子の表示値の平均に対する
標準偏差の百分率（変動係数）は0.82 %であり、1素子を10回測定したときの変動係数は0.29 %
であり、両者には1 %の危険率で有意差があったため、個別校正による測定精度の向上が報
告されている30,33)。 
 また、4、6および18 MV X線による0から10 Gyの範囲内において線量直線性が得られたこ
とが報告されている30,33)。 
 
2.3.2.3 エネルギー依存性 
 RGDは低エネルギー光子に対して応答が増加することが知られており、光子線のエネルギ
ースペクトルの変化を考慮する必要がある30)。 
 20 MV X線では60Co γ線に対して3 %程度の応答の変化が報告されている34)。また、4 MV X
線で照射野5 cm×5 cmから25 cm×25 cmまで変化した場合に3 %程度の応答の変化がみられる
ことが報告されている35)。 
 
2.3.2.4 フェーディング 
 RGD素子はRPL発光中心が安定していることからフェーディングが少ないことが知られ
おり、123日で1.9 %のフェーディングが認められたと報告されている33)。 
 
2.3.2.5 繰り返し使用と保存 
 RGD素子は400 ℃、30分のアニール処理で繰り返し使用できる。しかし、湿度に弱く、高
湿度中に長時間放置するとウェザリングにより表面が白濁するため、ガラス素子はデシケー
タ中で保管することが推奨されている30)。 
 
2.3.2.6 RPL量の測定 
図2.8にRGD測定システムを示す。（a）はアニールに使用する電気炉、（b）はプレヒート
に使用する恒温器、（c）は読み取り装置（Dose Ace 1000, 旭テクノグラス株式会社）、（d）
はガラス素子（GD-302M, 旭テクノグラス株式会社）とマガジンである。 
RGD素子のRPL量は室温で照射24時間後に約15 %ビルドアップする。このビルドアップに
よる誤差を除く目的で、RPL量測定前に70 ℃、30分の熱処理を行う。この操作により安定化
したRPL量が随時測定できるようになる。 
RPL量の測定は、最大20素子を収納できる専用読取りマガジンに収めて行う。RPL量測定
の実効体積は1 mm直径の窒素（または半導体励起式固体）レーザビームと読取りマガジンの
6 mm幅または0.6 mm直径（レスポンスは6 mm幅の約2.5 %）の検出窓により定まる。 
 図2.9にガラス素子の蛍光信号の経時変化を示す。時刻t1までは汚れとプレドーズによる蛍
光であり、時刻t1から時刻t2はRPLとプレドーズによる蛍光であり、時刻t3から時刻t4はプレド
ーズによる蛍光で減衰の遅いものである。RPLだけを選択的に取りだすために、読み取りは
レーザビームをパルス照射後、汚れによる蛍光が減衰した2から7 μs（時刻t1から時刻t2）の積
分値であるF1とRPLがほとんどなくなる40から45 μs（時刻t3から時刻t4）までの積分値である
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F2を求め、このF2に一定の係数fpsをかけてF1から差し引くことで、汚れから生じる蛍光および
ガラス固有のプレドーズを除いている。なお、レーザ励起によるRPL量は50 ms間隔で10から
50回の指定回数で繰り返し測定した平均値および標準偏差として取得できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図2.8 蛍光ガラス線量計（RGD）測定システム 
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図2.9 ガラス素子の蛍光信号の変化32) 
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2.3.2.7 RPL出力の校正 
RGD素子の蛍光量（RPL）出力の素子間の変動は、レーザビーム入射面の研磨精度、マガ
ジン内の固定精度等、メーカの出荷基準に依存し、5 %を超える個体差を持つ素子も存在す
る。そのため、不確かさ低減のために素子毎に校正定数（RPL表示値に対する基準線量）を
求める必要がある30)。 
RGD素子のRPL読み取りには専用マガジンを使用する。このマガジンには20素子が収納で
きるが、その場所により出力が変わるため、常に素子とマガジンは（素子設置位置も含めて）
セットで用いるか、マガジン位置の補正係数を求めて補正することにより読み取り精度の悪
化を防ぐ必要がある。また、マガジン内での素子の回転によるレーザ入射位置がわずかに変
化し、入射レーザ量が増減することにより収集されるRPL量の誤差が生まれる。これによる
誤差を最小限にするには、校正定数算出時よりID付きの素子は常にIDを上向きに揃えて読み
取る、あるいは角度を意図的に回転して複数回読み取りを行い、その平均を読み取る等の工
夫が必要である30)。 
相対線量を求めるときには、RPL表示値に個々の素子の校正定数を乗じてその相対値を求
める。吸収線量計測では、測定対象となる線質での個々のRGD素子の感度校正を行う、感度
校正時と異なる線質を測定対象とする場合は、エネルギー依存性によるRPL量の補正が必要
である。 
 
 
2.3.3 光子線の水吸収線量の第三者評価 
図2.10に第三者評価でのユーザ施設の測定ジオメトリを示す。ファントムは30 cm×30 cmで
あり、RGDが封入された測定ファントムが配置できるように加工されたビーム側の10 cm分
の水等価ファントム（タフウォータ, 株式会社京都科学）とRGDが同時にユーザ施設へ郵送
される。3つのRGD素子は水等価物質で作製された測定用ファントムに封入されており、光
子線の校正条件もしくは非校正条件にて1 Gy照射される。3つのRGD素子はビーム軸に対し
て直交する方向に1 cm間隔で10 cm深に配置される。3つのRGD素子の表示値の平均をビーム
出力の測定値とする。 
RGD出力は6つの素子に本邦の二次線量標準機関である放射線医学総合研究所（National 
Institute of Radiological Sciences, NIRS）の60Co γ線で1 Gyを照射されたコントロール素子によ
り校正される。このコントロール素子はRGD出力を水吸収線量への変換だけでなく、ガラス
線量計リーダの校正にも使用される。 
よって、例えば校正条件におけるユーザ施設の吸収線量 refQD は以下の式で求められる。 
60
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    (2.17) 
ここで、XiとIiはそれぞれIDがiである素子の出力と、20素子に一様に60Co γ線を照射して得た
感度補正係数である。EQとPQはそれぞれ線質Qでのエネルギー補正係数（例えば、4 MVでは
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1.007、15 MVでは1.02534)）、ファントム補正係数（例えば、4 MVでは1.005、15 MVでは1.01034)）
である。エネルギー補正係数は60Co γ線と測定線質でのエネルギースペクトルの変化による
応答の違いを補正する係数である。ファントム補正係数はファントム中での出力に対する水
中での出力である。 
国内では医用原子力技術研究振興財団により郵送による照射装置の光子線出力の確認を
行う第三者評価プログラムに、蛍光ガラス線量計が採用されている。対象はリニアックによ
るX線の校正条件34)、照射野条件35)、ウェッジ条件およびflattening filter-free（FFF）条件、
CyberKnife（Accuray社）およびTomotherapy（Accuray社）ビームの校正条件である。 
表2.3にリニアック出力の郵送調査の分類を示す。基本となるのは校正条件のような標準的
な項目であり、上位のレベルほどより高精度な照射技術の監査項目となる。国内での光子線
の郵送調査は2014年現在ではレベル2に留まっており、近年の放射線治療の高精度化に伴い、
より上位のレベルへのステップアップが望まれている状況にあり36)、FFFビーム、Tomotyerapy、
CyberKnifeなどの整備が進められている。 
 
 
 
図2.10 光子線出力の第三者評価の測定ジオメトリ35) 
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表2.3 リニアック出力の郵送調査の要求事項37) 
 
 
 
 
Level Requirement 
1 Postal dose audits for photon beams in reference conditions. It is necessary for any audit 
system to implement this step before launching any subsequent audit level. 
2 Postal dose audits for photon and electron beams in reference and non-reference 
conditions on the beam axis. This includes the checks of beam quality (depth dose), 
dose variation with field size and shape, and wedge transmission for photon beams; 
and the checks of electron beam output as well as dose variation with field size and 
treatment distance. 
3 Audits for photon beams in reference and non-reference conditions off-axis and dose 
at depth on the beam axis for electron beams. This includes the checks of beam 
profiles, with and without wedges, for symmetric and asymmetric fields for photon 
beams, and the check of the electron beam energy in a standard field size and the 
dose in a clinically relevant small field. 
4 Audits for photon and electron beams in anthropomorphic phantoms. This step is 
used to verify the dose distribution for more realistic treatment situations, such as 
breast, prostate, lung or special treatment techniques, such as Intensity Modulated 
Radiation Therapy (IMRT) of head and neck. 
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3章 電離箱校正法の移行による光子線水吸収線量の不確かさの解析 
 
3.1 背景 
放射線治療では、投与線量が腫瘍制御率および正常組織の障害発生率に影響することが知
られている。そのため、不確かさの小さい患者投与線量の評価が要求される。現在、この投
与線量の不確かさは5 %であると見積もられており6)、近い将来に数パーセントの不確かさを
達成することが目標とされている38)。例えば、3 %の不確かさが要求された場合、基準点での
水吸収線量は1 %の不確かさが目標となる。 
近年、水吸収線量の不確かさを低減する目的で60Co γ線による水吸収線量校正定数が国際
的な標準計測プロトコルのフォーマリズムに採用された7,25)。これらのプロトコルでは光子線
の線質Qにおける水吸収線量 w,QD は以下の式で与えられる。 
0 0w,Q Q D,w,Q Q,Q
D M N k=        (3.1) 
ここで、Mは温度気圧補正、イオン再結合補正、極性効果補正などが補正された基準点にお
ける測定値であり、
0Q,Q
k は基準線質60Co γ線に対する測定線質Qの応答の変化を補正する線質
変換係数である。2002年に日本医学物理学会（Japan Society of Medical Physics, JSMP）は式3.1
のND,wフォーマリズムをプロトコル（標準測定法01）に採用した。しかし、その時点で日本
では水吸収線量標準が確立していなかったため、
0D,w,Q
N の代替として次の係数を採用した。 
0D,w,Q C D,X
N N k=        (3.2) 
ここで、NCは60Co γ線を照射したときの必要な補正を施した電離箱線量計の表示値から乾燥
空気の照射線量（C kg-1）を評価するための変換係数（コバルト校正定数）であり、kD,Xは60Co 
γ線による照射線量を評価するNCを、水吸収線量を評価するためのND,wに変換するための係数
である。kD,Xは電離箱線量計型式ごとの寸法および物質の公称値を使用して計算された係数
であり個々の電離箱に与えられた係数ではないため、NCの相対標準不確かさが0.7 %にもか
かわらず、NC kD,Xの相対標準不確かさは1.5 %となる。結果として、個々の電離箱に対して水
吸収線量校正定数を測定で直接与えることで水吸収線量の不確かさを低減するという、標準
測定法01の本来の目的は達成されずにいた。 
 2011年、60Co γ線による水吸収線量標準が産業技術総合研究所に確立し、医用原子力技術研
究振興財団（二次線量標準機関）による
0D,w,Q
N の線量計校正サービスが2012年に開始された。
これにより個々の電離箱線量計に対して測定による
0D,w,Q
N が直接供給されるため、
0D,w,Q
N の
相対標準不確かさは0.52 %に減少すると見積もられた9)。また、同年に水吸収線量校正に対応
した標準計測法12が発行された。最終的な水吸収線量の合成相対標準不確かさは、標準測定
法01では2.0 %であったのに対して、標準計測法12では1.5 %に低減すると見積もられた。つ
まり、ユーザ施設間での水吸収線量の相違が小さくなることが示唆された。 
 医用原子力技術研究振興財団は蛍光ガラス線量計（radiophotoluminescent glass dosimeter, 
RGD）を使用した郵送による光子線出力の第三者評価の結果から水吸収線量の相違を調査し
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た。しかし、十分なサンプル数にもかかわらず、標準測定法01と標準計測法12による水吸収
線量に相違は見られなかったと報告している39)。 
そのため、本研究では、照射線量校正から水吸収線量校正への移行によるユーザ施設での
水吸収線量の経時的な変化を明らかにするために、長期間にわたる電離箱線量計を使用した
訪問による光子線出力の第三者評価の結果を解析し、ユーザ間の吸収線量の相違を再評価し
た。 
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3.2 方法 
 関連病院（東京都立病院、東京都保健医療公社病院および東京都健康長寿医療センター, 
Tokyo metropolitan hospitals, TMH）の品質管理を目的として、首都大（首都大学東京, Tokyo 
metropolitan university, TMU）によって2007年度から2014年度までリニアックによる光子線の
出力線量の訪問による第三者評価が実施された。ただし、2012年度は吸収線量計測法の移行
期間として訪問調査は実施されなかった。 
表3.1に年度ごとの参加施設数および調査ビーム数を示す。光子線の4 MV（0.619 ≤ TPR20,10 
≤ 0.639）, 6 MV（0.666 ≤ TPR20,10 ≤ 0.683）, 10 MV（0.737 ≤ TPR20,10 ≤ 0.748）の計134ビームを
調査した。 
 測定に使用した機器は関連病院と首都大それぞれの所有物であり、機器の設置についても
それぞれのスタッフによって分離して実施された。表3.2に関連病院の電離箱線量計と電位計
の組み合わせを示す。1施設を除く全ての施設で同型のファーマ形電離箱（30013, PTW社）を
リファレンス電離箱として使用していた。この電離箱は日本における円筒形電離箱の市場の
78 %を占める40)。そのため、本研究の解析結果は日本の現状を表すものと考えられる。表3.3
に首都大の測定機器を示す。電離箱線量計と電位計のみならず、水ファントム、校正済みの
気圧計および温度計を持ち込み、線質指標TPR20,10、イオン再結合補正係数ksおよび温度気圧
補正係数kTPを、関連病院とは独立した機器で評価した。 
 
 
表3.1 年度ごとの参加施設数および調査光子ビーム数 
 
 
 
表3.3 首都大学東京が施設に持ち込んだ測定機器 
 
Fiscal year Institutions Beams 
2009 10 23 
2010 11 25 
2011 11 27 
2013 7 25 
2014 11 34 
 
Equipment Model 
Ionization chamber T30013 (PTW) 
Electrometer 
35040 (Inovision) 
UNIDOS webline (PTW) 
Digital quartz barometer 745-16B (Paroscientific) 
Digital thermometer TL1-A (Thermoprobe) 
Water phantom WP1D (IBA) 
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 表 3.2 関連病院のリニアックおよび電離箱線量計と電位計の組み合わせ 
 Linac Nominal energy (MV) TPR20,10 
1 Ionization chamber Electrometer Fiscal year 
A Primus 6 10 
0.676 
0.742 30013 Ramtec 1000plus 2009 – 2014 
B iX 6 10 
0.669 
0.738 30013 Ramtec Smart 2010 – 2014 
C 2100C 4 10 
0.615 
0.735 30001 Dosemaster 2590A 2009 
D Primus 4 10 
0.627 
0.741 30013 Ramtec Smart 2009 – 2014 
E Mevatron 6 0.670 30006 Keithley 35040 2009 – 2014 
F 21EX 6 10 
0.665 
0.737 30013 Ramtec Smart 2010 – 2014 
G Mevatron 6 0.675 23333 Dosemaster 2590A 2009 
H Synergy 
4 
6 
10 
0.640 
0.684 
0.737 
30013 Ramtec Smart 2014 
I EXL-15 4 10 
0.628 
0.746 30013 Dosemaster 2590A 2009 – 2011 
J iX 6 10 
0.664 
0.737 30013 Ramtec Smart 2013 – 2014 
K Mevatron 4 10 
0.626 
0.740 30013 Fluke 35040 2009 – 2011 
L Primus 6 10 
0.676 
0.742 30013 Fluke 35040 2009 – 2014 
M Primus 4 10 
0.623 
0.742 30013 Ramtec 1000plus 2009 – 2014 
N 21EX 6 10 
0.668 
0.740 30013 Unidos T10001 2010 – 2014 
O iX 6 10 
0.669 
0.738 30013 Unidos T10001 2010 – 2014 
P 21EX 4 10 
0.619 
0.737 30013 Unidos webline 2009 – 2014 
Q EXL-15 4 6 
0.625 
0.682 30013 Unidos webline 2009 – 2011 
R Oncor 6 10 
0.675 
0.744 30013 Unidos webline 2009 – 2011 
S 21EX 6 10 
0.670 
0.738 30013 Unidos webline 2009 
1 The TPR20,10 shows the mean from 2009 to 2014.   
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3.2.1 標準測定法 01と標準計測法 12における水吸収線量の評価 
首都大のスタッフが評価した水吸収線量(Dw)TMUを基準とした時、関連病院のスタッフが評
価した水吸収線量(Dw)TMHと(Dw)TMUの相対差δ(Dw)（%）は、次の式で与えられる。 
w TMH
w
w TMU
( )( ) 100 1
( )
DD
D
δ
 
= − 
 
     (3.3) 
(Dw)TMHおよび(Dw)TMUの測定は基準条件、つまり線源検出器間距離（source to chamber distance, 
SCD）100 cm、照射野10 cm×10 cm、水深さ10 cmにて、同じモニタ設定値（monitor unit, MU）
を照射した。2011年まではNC kD,Xを使用して式3.1および式3.2を用いてDwを評価した、一方、
2013年以降は式3.1を用いてDwを評価した。 
 
 
3.2.2 NC kD,XとND,wの比較 
関連病院の15本のファーマ形電離箱（30013, PTW）の照射線量校正から水吸収線量校正へ
の移行による水吸収線量校正定数の変化δ(kD,X) （%）は次の式で与えられる。 
D,w
D,X
C D,X
( ) 100 1
N
k
N k
δ
 
= − 
  
      (3.4) 
ここで、NC kD,Xは2011年の照射線量による校正定数から算出した水吸収線量校正定数であり、
ND,wは2012年以降の水吸収線量校正による校正定数である。 
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3.3 結果 
図3.1に2010年から2014年度のδ(Dw)のヒストグラムを示す。2010、2011、2013、2014年度の
δ(Dw)の標準偏差sはそれぞれ0.57、0.69、0.43、0.56であった。表3.4の右上隅にsのF検定の結
果を示す。2011年度と2013年度の間には有意差（p < 0.05）はみられたが、その他の年度では
有意差はみられなかった。2011年度と2013年度のみに有意差がみられた理由としては、2013
年度の参加施設数が他の年度よりも少なかったためだと考えられる。これは、小規模の病院
では標準計測法12への移行が2013年度までに完了していなかったためである。 
 2010、2011、2013、2014年度のδ(Dw)の平均値はそれぞれ0.57、0.69、0.43、0.56であった。
表3.4の左下隅にStudentまたはWelchのt検定の結果を示す。線量標準の移行前後の平均値に有
意差（p < 0.05）がみられた。 
 
 
 
 
 
表3.4 (Dw)の標準偏差sのF検定およびt検定の確率 
    シンボル※は有意差（p < 0.05）ありを表す。 
 
 
  F-test of s of δ(Dw) 
 Fiscal year 2009 2010 2011 2013 2014 
t-t
es
t o
f m
ea
n 
of
 
δ(
D
w
) 
2009  0.52 0.12 0.46 0.58 
2010 0.61  0.35 0.16 0.90 
2011 0.14 0.30  0.02* 0.25 
2013 0.03* 0.01* 0.00*  0.17 
2014 0.08 0.03* 0.00* 0.75  
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図3.1 2010年度から2014年度までのDwの相対差δ(Dw) 
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3.4 考察 
 標準測定法01に従うと、式3.5より関連病院と首都大の水吸収線量の比は以下のように展開
される。 
0
0
C D,X Q,Q TMHw TMH
w TMU C D,X Q,Q TMU
( )( )
( ) ( )
M N k kD
D M N k k
=       (3.5) 
同様に、標準計測法12に従って評価した水吸収線量の比は以下のように展開される。 
0 0
0 0
D,w,Q Q,Q TMHw TMH
w TMU D,w,Q Q,Q TMU
( )( )
( ) ( )
M N kD
D M N k
=       (3.6) 
 これらの線量測定に関する量や係数などの不確かさの成分を表3.5に示す。これらの成分は、
上述の分子と分母が互いに従属しているか独立しているかの2つに分類できる。従属した成
分であれば、分子と分母で互いに同じ符号であり同じ量の不確かを持つ。NCおよびkD,Xの場
合では、ユーザの電離箱線量計および電位計による測定の不確かさ以外の成分は分子と分母
で相殺されδ(Dw)の不確かさに寄与しない。これは、第三者評価参加施設の全ての電離箱線量
計が同一の二次線量標準機関（医用原子力技術研究振興財団）で校正を受けたためである。
kD,Xおよび
0Q,Q
k についても同様である。ともに寸法および物質の公称値を使用して電離箱線
量計の型式ごとに計算された係数であるため電離箱の個体差に起因する擾乱は独立してい
るが、計算に使用される物理量の不確かさは分子と分母で従属しているため相殺される。 
 一方で、関連病院と首都大による測定は完全に分けて行われたため、分子と分母のMは互
いに独立している。それゆえ、Mのバラツキがδ(Dw)のバラツキの要因となる。 
 標準測定法01と標準計測法12のMの不確かさは同一である。さらに、
0Q,Q
k の電離箱線量計
の個体差による変化は0.1 %以内である41)。そのため、2つの線量計測法のδ(Dw)の相違は、主
にkD,Xの個体差によるバラツキの減少が原因だと考えることができる。 
図3.2にファーマ形電離箱（30013, PTW社）のNC kD,Xと
0D,w,Q
N の相対差δ(kD,X)を示す。平均
値は-0.77 %であり、標準偏差は0.32 %であった。佐方ら40)は二次標準機関の校正結果から同
様の報告をしており、ファーマ形電離箱（30013）（n=866）では平均値は-0.64 %であり、標
準偏差は0.41 %であった。 
 δ(Dw)のsの低減が期待されたが、標準測定法01と標準計測法12のδ(Dw)の間に有意差は見ら
れなかった。これは、kD,Xによる不確かさが除かれた影響がMの不確かさに比べて小さかった
ためであると考えられる。一方で、標準測定法01と標準計測法12のδ(Dw)の平均値には有意差
がみられた。2011年のδ(Dw)の平均値は-0.67 %であり、2014年には-0.15 %に変化した。図3.2
に示すように、首都大の電離箱はδ(kD,X)の平均値から約0.4 %乖離している。この量は、NCか
ら
0D,w,Q
N への校正体制の移行によるδ(Dw)の平均値の変化に匹敵する。これらの結果は、kD,X
が除かれたことで、δ(Dw)が変化したことを示している。したがって、電離箱線量計に
0D,w,Q
N
を直接与える水吸収線量校正によってkD,Xの不確かさが除かれ、ユーザ施設での水吸収線量
の不確かさが減少したと考えられる。 
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表3.5 第三者評価の不確かさの成分 
 
 
Quantity Item Dependence 
NC 
Calibration by specified standard instruments Yes 
Determination of exposure in 60Co γ ray by specified secondary standard 
instruments 
Yes 
Measurement by user electrometer and ionization chamber No 
0D,w,Q
N  
Calibration by specified standard instruments Yes 
Determination of Dw in 60Co γ ray by specified secondary standard 
instruments 
Yes 
Measurement by user electrometer and ionization chamber No 
kD,X 
Restricted mass collision stopping power of water to air Yes 
Average energy lost per Coulomb of charge released by electrons in air Yes 
Part of the theoretical formula of perturbation correction Yes 
Chamber to chamber variation of perturbation correction No 
0Q,Q
k  
Restricted mass collision stopping power of water to air Yes 
Average energy lost per Coulomb of charge released by electrons in air Yes 
Part of the theoretical formula of perturbation correction Yes 
Chamber to chamber variation of perturbation correction No 
M 
Stability of linac  No 
Setting of field-size No 
Pre-irradiation No 
Stability of electrometer No 
Humidity No 
Leakage current  No 
Polarity correction No 
Ion recombination correction No 
Temperature and pressure correction No 
Setting of water depth No 
Setting of source-to-surface distance No 
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図3.2 15本のファーマ形電離箱（30013）の Nc kD,X と
0D,w,Q
N の相対差δ (kD,X) 
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3.5 結論 
 訪問による電離箱線量計を使用した光子線出力の第三者評価の結果を解析し、照射線量標
準から水吸収線量標準への電離箱校正方式の移行による水吸収線量の不確かさの変化を調
査した。結果から、線量標準の移行によりユーザ施設における水吸収線量の不確かさの低減
が明らかになった。これは、kD,Xがフォーマリズムより除かれたためである。しかし、標準測
定法01と標準計測法12により評価された水吸収線量の差のバラツキに有意差はみられなか
った。これは、kD,Xが除かれたことによる不確かさの減少が測定の不確かさに比べて小さかっ
たためであると考えられる。そのため、水吸収線量の不確かさの低減のために、ユーザ施設
における測定の不確かさの要因について明らかにする必要があると考える。 
 
 
 
 
  
 
 
 48 
 
 
4章 光子線の水吸収線量計測における不確かさの解析 
 
4.1 背景 
 前章の研究から照射線量標準から水吸収線量標準への電離箱校正方式の移行により、水吸
収線量のフォーマリズムからkD,Xによる不確かさが除かれたことで、ユーザ施設での光子線
の水吸収線量のバラツキが小さくなったことが明らかになった。しかし、標準測定法01と標
準計測法12により評価された水吸収線量の差のバラツキに有意差はみられなかった。これは、
kD,Xによる不確かさが除かれた影響が測定による不確かさに比べて小さかったためであると
考えられる。 
本研究ではユーザ施設における測定の不確かさの要因を明らかにするために、電離箱線量
計を使用した光子線の第三者評価の結果から水吸収線量決定のための補正係数を解析した。 
 
 
4.2 理論 
測定値Mは以下の式で表される。 
raw TP elec pol sM M k k k k=        (4.1) 
ここで、 rawM は補正前の電離箱線量計の表示値の平均、kTPは温度気圧補正係数、kelecは電位計
校正係数、kpolは極性効果補正係数、ksはイオン再結合補正係数である。次式により校正深吸
収線量Dcが求められる。 
0c D,w Q,Q
D M N k=        (4.2) 
また、医療用リニアックからの光子線の線質Qを表示するため、線質指標として組織ファ
ントム比TPR20,10を用いる。これは、SCD＝100 cm、照射野A＝10 cm×10 cm、水ファントムの
深さd=20 g cm-2と10 g cm-2で測定した吸収線量Dであり、以下の式で与えられる。 
-2 -2
20,10 -2 -2
( 20 g cm , 10 cm 10 cm) ( 20 g cm , 10 cm 10 cm)
( 10 g cm , 10 cm 10 cm) ( 10 g cm , 10 cm 10 cm)
D d A M d ATPR
D d A M d A
= = × = = ×
= =
= = × = = ×
  
(4.3） 
あらかじめ計測したTPR20,10から標準計測法12により提供される表から
0Q,Q
k を求める。 
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4.3 方法 
 第三者評価の詳細については第3章に示した通りである。測定に使用した機器は関連病院
と首都大それぞれの所有物であり、機器の設置についてもそれぞれのスタッフによって完全
に切り離して実施された。そのため、第三者評価実施時に首都大のスタッフは電離箱線量計
と電位計のみならず、水ファントム、校正済みの気圧計および温度計を持ち込み、線質指標
TPR20,10、イオン再結合補正係数ksおよび温度気圧補正係数kTPを、関連病院とは独立した機器
で評価した。kTPは式2.9、ksは式2.11を使用して評価した。kelecは一体校正であるため1であり、
kpolは本研究が対象とした電離箱がファーマ形であるため1である。 
首都大のスタッフが評価した線量測定のための係数kTMUを基準とした時、関連病院のスタ
ッフが評価した係数kTMHの相対差δ（%）は、次の式で与えられる。 
TMH
TMU
( ) 100 1kk
k
δ
 
= − 
 
       (4.5) 
ここでkTMHおよびkTMUの測定は基準条件、つまり線源検出器間距離（source to chamber distance, 
SCD）100 cm、照射野10 cm×10 cm、水深さ10 cmにて、同じモニタ設定値（monitor unit, MU）
で照射した。 
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4.4 結果 
図4.1に関連病院と首都大のkTP、ks、TPR20,10および
0Q,Q
k の測定値の相対差δを示す。調査年
度やエネルギーによって結果が変化しなかったため、δは調査に使用した全てのサンプルか
ら算出した。δ(kTP)およびδ(ks)のsは0.15 %以内であった。さらに、δ(
0Q,Q
k )のsも0.1 %以内であ
った。一方、δ(TPR20,10)は0.42 %と前章のδ(Dw)のバラツキに匹敵する大きさを示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図4.1 関連病院と首都大のkTP, ks, TPR20,10および
0Q,Q
k の相対差δ 
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4.5 考察 
δ(kTP)およびδ(ks)のsは第三者評価でのδ(Dw)のバラツキに対して十分小さく、ユーザの温度
計および気圧計は校正を受け、かつ適切に管理されている、さらにイオン再結合補正係数も
標準計測プロトコルに従って適切に評価されている様子がうかがえる。また、δ(
0Q,Q
k )のsも
十分小さかった。これは、
0Q,Q
k に対して線質指標であるTPR20,10の変化の影響が小さいためで
ある7)。一方で、δ(TPR20,10)のsは他のパラメータよりも大きく、δ(Dw)のバラツキに匹敵した。
光子線の深部線量分布は、入射面からある深さで線量最大深に達し、それより深い点では近
似的に指数関数に則って減衰する性質を持つ。そのため20 cm深での線量と10 cm深での線量
の比であるTPR20,10の変化の要因としては、水深設定の誤りが考えられる。つまり、電離箱線
量計の校正深への設置の不確かさがユーザ施設における水吸収線量のバラツキの原因であ
ると考えられる。δ(TPR20,10)のsである0.42 %は10 MV X線の場合、1.6 mmの水深の相違に相当
し、0.4 %の線量差が生じる。 
図4.2に前年度に計測したTPR20,10 (TPR20,10)preと次年度に計測したTPR20,10 (TPR20,10)conの相対
差を関連病院と首都大でそれぞれ示す。関連病院と首都大の相対差のsはそれぞれ0.31 %およ
び0.22 %であった。この数値は表4.1に示すIAEAが見積もったReference conditionの不確かさ
よりも小さかったが、sのF検定で関連病院と首都大には有意差（p < 0.05）がみられた。首都
大は電離箱の設置手順をマニュアル化し責任者が測定を管理していたため不確かさが小さ
くなったと考えられる。そのため、校正深への電離箱の設置方法を詳細に文書化することで
よりユーザの不確かさの低減が図れると考えられる。具体的には、図4.3に示すように視線と
水面を一致させた状態で、電離箱と水面に反射した像が正円を映すように電離箱中心を設置
すること42)を文書化する必要があると考える。 
近い将来、リニアックによる光子線を使用したND,w,Qの校正サービスが提供される予定であ
る43)。表4.1に現在の標準計測法と将来の標準計測法の不確かさを比較して示す。1 %の不確
かさが見積もられている
0Q,Q
k は不要となり、それに代わる線質変換のための係数の不確かさ
は0.3 %と見積もられている43)。この時、ユーザの測定の不確かさが最も大きな成分となる。
そのため、将来的にDwの不確かさを低減するためには、ユーザの測定の不確かさの低減が必
要となると考えられる。したがって、次世代の計測法には電離箱線量計を繰り返し正確に設
置するための手順を記載するべきであると提案する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 52 
 
 
 
 
表4.1 各線量計測法による水吸収線量Dwの不確かさ 
 
 
  
Quantity or procedure 
Relative standard uncertainty (%) 
JSMP01 JSMP12 future 
Calibration at SSDL 
0D,w,Q
N  (1.5) 0.52 0.52※ 
Calibration by cobalt exposure NC 0.74 - - 
Conversion coefficient (calc.) kD,X 1.3 - - 
Quality conversion (calc.) 
0Q,Q
k  1.0 1.0 0.3※※ 
Reading M 0.9 0.9 0.9 
Long-term stability  0.3 0.3 0.3 
Reference condition  0.4 0.4 0.4 
Dosimeter reading  0.6 0.6 0.6 
Correction factors  0.4 0.4 0.4 
Combined standard uncertainty  2.0 1.5 1.1 
Expanded uncertainty (k = 2) 4.0 2.9 2.1 
※Uncertainty of calibration at Primary Standard Dosimetry Laboratory (PSDL) (0.40 %11)) and calibration 
at Secondary Standard Dosimetry Laboratory (SSDL) (0.33 %7)) were combined. 
※※Uncertainty of interpolation between the beam qualities11). 
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図4.2  前年度のTPR20,10に対する次年度のTPR20,10の相対差 
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図4.3 電離箱位置による電離箱と水面に反射した像の見え方 
電離箱と水面に反射した像が正円を描けば、電離箱中心と水面が正確に一致する。 
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4.6 結論 
 訪問による電離箱線量計を使用した光子線出力の第三者評価の結果を解析し、ユーザ施設
での測定の不確かさを調査した。kTP、ksおよび
0Q,Q
k の関連病院と首都大の相違は小さかった
が、一方でTPR20,10の相違はδ(Dw)のバラツキに匹敵するほど大きかった。これは、電離箱線量
計の校正深への設置にバラツキがあったためと考えられる。そのため、水吸収線量の不確か
さの低減のために、ユーザは電離箱線量計を繰り返し正確に設置する必要がある。これを達
成するために、次の標準計測法には電離箱線量計の設置方法を詳細に記述することを提案す
る。 
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5章 FFF光子線の水吸収線量計測法の提案 
 
5.1 背景 
近年、フラットニングフィルタを用いないビーム（flattening filter-free beam, FFFビーム）
を照射できるリニアックが普及している。フラットニングフィルタは金属製であり、中心ほ
ど厚い構造をしている。このフィルタが取り除かれることにより高い線量率が得られ、治療
時間の短縮 44)とそれに伴う intra-fraction motionの低減 45)が期待されている。 
フラットニングフィルタを有するビーム（FFビーム）とは、以下に示すビーム特性が異な
ると報告されている 16,46)。 
・軸外線量比（OAR）の中心軸付近の線量の増加 
・線量率の増加 
・低エネルギー光子のフルエンスの増加 
しかし、FFF ビームの水吸収線量は FF ビームを対象とした水吸収線量計測法である標準
計測法 12に準拠して評価しているのが現状である。 
2014年に AAPMより発行された TG-51 Addendum16)は、FFFビームの諸特性による電離箱
計測への影響を調査し、FFビームを対象とする TG-5125)の計測手法が FFFビームに対しても
有用であることを報告している。しかし、TG-51 Addendum は線質指標として光子成分によ
る水中 10 cm深さでの深部線量百分率（%dd(10)X）を採用するため、標準計測法 12が採用し
ている水中 20 cmと 10 cm深さの水吸収線量比（TPR20,10）の線質指標としての有用性につい
ては言及していない。したがって、標準計測法 12 に準拠した水吸収線量評価の正しさを調
査し報告すること、および JSMP12に基づいた FFFビームの水吸収線量計測法を提案するこ
とは重要だと考える。 
本研究では、FFFビームの軸外線量比、線量率およびエネルギースペクトルの電離箱によ
る水吸収線量計測における部分体積効果、イオン再結合補正および線質変換係数への影響を
明らかにし、補正係数の算出法を提案し、標準計測法 12 の FFF ビームに対する有用性を評
価する。最後に FFFビームの水吸収線量計測法を提案する。 
なお、研究は source-chamber distance（SCD）100 cmのセットアップ、照射野サイズ 10 cm 
×10 cm を基準照射条件とするため、基準条件を設定できない装置（Tomotherapy および
CyberKnife, Accuray社）による FFFビームは対象から除外する。 
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5.2 理論 
5.2.1 ビーム特性 
5.2.1.1 軸外線量比 
 図5.1にリニアック（TrueBeam, Varian medical systems社）による10 MV FFビームと6および
10 MV FFFビームのOARを比較して示す。OARは光子線の代表的な測定データセット
（TrueBeam Representative Beam Data for Eclipse）47)を使用してリニアックビームを治療計画
装置（Eclipse, Varian medical systems社）上に再現し、照射野10 cm×10 cm、SCD 100 cm、水
深さ10 cmで計算した。フラットニングフィルタにより10 MV FFビームのOARは10 cm深にお
いて平坦な形状を示す。一方、FFFビームでは中心軸ほど凸な形状を示し、エネルギーが高
いほど急峻となる傾向を示している。そのため、従来のリファレンス線量計であるファーマ
形電離箱のように電離体積の長軸が長い場合は、電離体積の辺縁で線量が低下し中心の線量
を過小評価する部分体積効果が計測値に影響を与える可能性がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図5.1 校正深での軸外線量比（OAR） 
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5.2.1.2 線量率 
従来のFFビームの一般的な最大線量率は600 MU/min程度であった。一方でフラットニング
フィルタのないFFFビームの最大線量率は6 MV FFFで1400 MU/min、10 MV FFFで2400 
MU/min（TrueBeam, Varian medical systems社）と増大している。空洞電離箱による計測では
イオン再結合の振る舞いはMU/minではなくパルスあたりの線量であるdose per pulse（DPP）
に依存することが報告されている48)。FFFビームのDPPは従来のFFビームよりも大きく、6 MV
で0.08 cGy（10 cm×10 cm、SSD 100 cm、dmax）、 10 MVで0.13 cGy（10 cm×10 cm、SSD 100 
cm、dmax）であり、従来の6 MVおよび10 MV FFビームのDPP（0.03 cGy）の2倍以上と報告さ
れている27,49)。臨床現場ではイオン再結合は2点電圧法によって補正することが一般的であり
7,17,25)。従来のFFビームの計測と同様にFFFビームについても2点電圧法が使用可能か評価す
る必要がある。 
 
5.2.1.3 エネルギースペクトル 
図5.2にリニアック（TrueBeam, Varian medical systems社）の6 MV FFビームと6 MV FFFビ
ームの空中での光子エネルギースペクトルを示す。モンテカルロ法で算出したSSD=100 cm、
照射野10 cm×10 cmの条件で、ビーム軸から半径2 cmの円形領域を通過する光子フルエンス
である。6 MV FFFビームは6 MV FFビームに比べて低エネルギー成分が多く含まれる。この
エネルギースペクトルの変化によって線質変換係数kQが変化する可能性が考えられる。 
 
図5.2 6 MV FFおよび6 MV FFFビームの空中での光子エネルギースペクトル 
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5.2.2 線量計測への影響 
5.2.2.1 部分体積効果 
標準計測法 12は小照射野（一般的な治療装置ではおよそ 4 cm×4 cm未満）での水吸収線
量計測では部分体積効果をあらかじめ評価することを推奨しており、部分体積効果を評価す
る方法の一つとして電離箱の電離体積の範囲の二次元の線量分布を平均する方法 50,51)を示し
ている。フィルムなどの空間分解能が高い検出器で得られた照射野 A の軸外線量比 OAR(A, 
x, y)であるとき、電離空洞の長軸の長さおよび半径がそれぞれ l および r である電離箱を使
用した場合の部分体積効果による平均誤差 ε(A, l, r)（%）は次式で予測できる。 
2
2
2
2
100 ( , , ) 1 d d
( , , )
d d
l r
l r
l r
l r
OAR A x y x y
A l r
x y
ε − −
− −
−
=
∫ ∫
∫ ∫
      (5.1) 
ここで、分母は図 5.3に示される矩形 Aの面積、分子は Aの面積と電離空洞が存在する±l/2
およびの±r範囲での OAR(A, x, y)を積分した Bの面積の差を表しており、ε(A, l, r)はこれらの
相対差(B-A)/Aの百分率である。 
 部分体積効果を補正するには式 5.1を次式のように変形し、部分体積効果補正係数 kpvを評
価し、補正項の一つとして取り扱う。 
2
2
pv 2
2
d d
( , , )
( , , )d d
l r
l r
l r
l r
x y
k A l r
OAR A x y x y
− −
− −
=
∫ ∫
∫ ∫
     (5.2) 
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図5.3 部分体積効果の概略図51) 
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5.2.2.2 線量率 
一般的な線量計測プロトコルでは電離箱のイオン再結合補正に計測が簡便である 2点電圧
法 22)を推奨している 7,17)。2 点電圧法 22)によるイオン再結合補正係数 ksは以下の式で算出す
ることができる。 
2
1 1
s 0 1 2
2 2
M Mk a a a
M M
   
= + +   
   
      (5.3) 
ここで、M1は常用電圧 V1による電位計の表示値、M2は常用電圧の 1/2以下の電圧 V2による
電位計の表示値、a0、a1および a2は電圧比 V1/V2ごとに与えられた係数であり、表 5.1 に示
す。 
 
 
表5.1 パルス放射線のイオン再結合補正係数の計算に用いる定数22) 
 
 
この 2 点電圧法は線量計の挙動が Boag の理論式に基づくことを前提としている。2 点電
圧法自体では線量計の挙動を証明することはできず、挙動が理論に沿わない場合、ksを計測
する際に数パーセントの誤差が生じる可能性がある 16)。そのため事前に最適な印加電圧の調
査および DPPと ksの関係について評価するべきであると勧告されている 16,48)。 
最適な印加電圧の確認には、印加電圧 Vの逆数（1/V）に対して電位計の表示値Mの逆数
（1/M）をプロットする方法がある 16)。1/V-1/Mプロットの直線部を外挿した切片、つまり印
加電圧が無限大（1/Vがゼロ）、から飽和した測定値 Msatが得られるため、常用電圧 Vにおけ
る測定値M(V)とMsatからイオン再結合補正係数は以下の式から算出できる。 
sat
s ( )
Mk
M V
=         (5.4) 
このように 1/V-1/Mプロットによるイオン再結合補正係数の算出では複数の電圧設定によ
る測定が必要となる。 
 次にDPPとksの関係については、DPPを変化させてksを複数点プロットすることにより評価
することができる。空洞電離箱におけるksは、DPPが増加するほど大きくなり、線形に変化す
ることが報告されている48)。 
V1/V2 a0 a1 a2 
2.0 2.337 -3.636 2.299 
2.5 1.474 -1.587 1.114 
3.0 1.198 -0.875 0.677 
3.5 1.080 -0.542 0.463 
4.0 1.022 -0.363 0.341 
5.0 0.975 -0.188 0.214 
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5.2.2.3 エネルギースペクトル 
線質Qの光子線の水吸収線量を決定するためには、基準線質Q0との線質による電離箱応答
の変化を補正する必要があり、具体的には測定対象であるビームのエネルギースペクトルを
知る必要がある。しかし、直接計測することは困難であり、あらかじめモンテカルロ法にて
計算されたエネルギースペクトルを使用して電離箱応答の変化を求めておく手法が一般的
である7,17)。この線質変換係数kQは線質指標TPR20,10と関連づけられており、標準計測の際には
TPR20,10を計測することでkQを求めることが可能である。現在の標準計測12はFFビームを対象
としたkQを提供しているため、エネルギースペクトルが異なるFFFビームのkQとTPR20,10の関
係を評価する必要がある。特に、図5.4に示すとおりkQの変化の要因の大部分を占める阻止能
比の変化を評価する必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図5.4 w,air( / )L ρ とファーマ形電離箱（30013）のkQおよび擾乱補正係数24)  
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5.3 方法 
5.3.1 電離箱の部分体積効果 
半径 0.1 cmから 0.3 cmおよび長軸径 0.3 cmから 3.0 cmの範囲の部分体積効果による平均
誤差 ε(A, l, r)（%）を式 5.1および図 5.1に示す OARより推定した。半径 0.3 cmはファーマ
形、0.2 cmはスキャニング型、0.1 cmはマイクロ型を想定した。 
図 5.1に示す OARおよび表 5.2に示す電離箱について式 5.2により部分体積効果補正係数
kpvを評価した。表 5.2 の電離箱寸法は標準計測法 12 による数値であり、国内で使用されて
いるファーマ形電離箱（30013, A12S）、スキャニング型電離箱（31013, CC25, 31010, A1SL, 
CC13, CC08）を選択した 52)。 
 
 
 
 
 
 
 
表5.2 電離箱の電離空洞の寸法24) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Chamber type 
Dimension of sensitive volume 
Volume [cm3]  Length [cm]  radius [cm] 
Farmer    
PTW 30013 0.6 0.23 0.305 
Exradin A12S 0.25 0.106 0.305 
Scanning    
PTW 31013 0.3 0.1625 0.275 
IBA CC25 0.25 0.10 0.30 
PTW 31010 0.125 0.65 0.275 
Exradin A1SL 0.057 0.60 0.2025 
IBA CC13 0.13 0.58 0.30 
IBA CC08 0.08 0.40 0.30 
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5.3.2 イオン再結合補正 
ファーマ形電離箱（30013, PTW社）およびスキャニング型電離箱（31010, PTW社）を SCD 
100 cm、水ファントムの 10 cm深および 20 cm深に配置し、照射野は 10 cm×10 cmにてリニ
アック（TrueBeam, Varian medical systems社）の 6 MV FFおよび 6 MV FFFビームを照射し
た。電位計（Supermax, Standard Imaging社）の印加電圧を 100 Vから 400 Vまで変化させ、
印加電圧を切り替えた際は、表示値を安定させるために 1000 MU以上のプレ照射を行った。 
まず、6 MV FFおよび 6 MV FFFビームによる 1/V-1/Mプロットを比較した。次に、1/V-
1/Mプロットの直線部を外挿した切片から Msatを求め、常用電圧 Vにおける ksを式 5.4より
算出し、2点電圧法による ksと比較した。最後に、DPPに対して ksをプロットし、DPPと ks
の関係を明らかにした。 
 
 
5.3.3 空気に対する水の質量衝突阻止能比の算出 
治療領域の光子ビームのエネルギースペクトルは直接計測することは困難であるため、現
在はモンテカルロ法を用いてシミュレーションによって決定することが一般的である。モン
テカルロ法は照射過程での物理現象を忠実に再現することができるため、本報告ではモンテ
カルロシミュレーションを用いて、リニアックの治療ヘッドから発生する光子の解析、水中
の校正深における線量分布計算によるコミッショニング、エネルギースペクトルの計算、空
気に対する水の平均制限質量衝突阻止能比の算出を行った。 
 
5.3.3.1 治療ヘッドのモデリング 
本報告ではモンテカルロシミュレーションコードとしてEGSnrc54,55)のユーザコードである
BEAMnrc56)を使用し、リニアック（TrueBeam, Varian Medical Systems社）の治療ヘッドをシミ
ュレーション上に再現した。現在ジョーより上流の構造は非公開であるため、メーカのホー
ムページから取得したphase spaceデータ57)をBEAMnrcコード57)の入力に使用し、ジョーから
下流の構造は設計図に従い詳細に構築した。治療ヘッドの構造はビームの進行方向に従って、
phase spaceデータの入射面、ジョー、phase spaceデータのサンプリング面である。シミュレー
ションでは、ベースプレートとマルチリーフコリメータ（Multi leaf collimator, MLC）は構造
が複雑であるため、標準条件では照射野の整形に使用されず、スペクトルに与える影響を無
視できると考えることができるため構築しなかった。SSD = 100 cmの位置に設定した平面に
入射する照射野10 cm×10 cmにおける粒子の種類、エネルギー、進行方向（phase spaceデータ）
をサンプリングした。使用したphase spaceデータはFFビームの公称4 MV、6 MV、8 MV、10 
MV、15 MV、FFFビームの公称6 MV、10 MVである。ヘッド部のシミュレーションでは光子
および電子のカットオフエネルギーをそれぞれPCUT=0.189 MeV、ECUT=0.7 MeV、ヒストリ
ー数を2×109とした。 
シミュレーションによるエネルギースペクトルの正しさを保証するために、線量分布の測
定値と計算値を比較する方法が一般的に用いられている58,59)。本研究では、リニアックの代
表的なビームデータ集（Representative Beam Data, RBD）47)のPDDおよびOARを、モンテカル
ロシミュレーションによる計算値と比較してシミュレーションの精度を検証した。PDD、
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OARの計算はSSD=100 cmでのphase spaceデータをDOSXYZnrcモンテカルロシミュレーショ
ンコード60)の入射ビームとして使用し、コード化した30 cm×30 cm×40 cmの水ファントムに
入射させて中心軸のPDDと10 cm深のOARの計算を行った。DOSXYZnrcは任意に作成したフ
ァントムのボクセル毎の吸収線量を計算するEGSnrc54,55)のユーザコードである。PDD、OAR
のシミュレーションでは光子および電子のカットオフエネルギーをそれぞれPCUT=0.01 
MeV、ECUT=0.521 MeV、ヒストリー数を2×109とした。スキャン方向のファントムの寸法は
電離箱線量計（CC13, IBA社）の電離空洞の直径である0.6 cmに近い値である0.5 cmとした。
各ボクセルziに付与された吸収線量D(zi)を算出しPDD(zi)（%）を次式で評価した。 
max
( )( ) 100
( )
i
i
D zPDD z
D z
=        (5.5) 
ここで、zmaxは吸収線量が最大となる深さである。また、OARは各ボクセルxiに付与された吸
収線量D(xi)を算出しOAR(xi)を次式で評価した。 
axis
( )( )
( )
i
i
D xOAR x
D x
=        (5.6) 
ここで、xaxisビーム中心と一致するボクセルである。 
シミュレーションで得られたPDDとRBDのPDDの相対偏差δ（%）は以下の式で評価した。 
cal RBD
PDD
RBD
100 PDD PDD
PDD
δ
−
=       (5.7) 
同様に、シミュレーションで得られたOARとRBDのOARの相対偏差δ（%）は以下の式で評
価した。 
cal RBD
OAR
RBD
100 OAR OAR
OAR
δ
−
=       (5.8) 
 
5.3.3.2 光子エネルギースペクトルの算出 
SSD =100 cmの位置で算出したphase spaceデータを入力としてBEAMDPプログラム63)を用
いて空中での中心軸の光子エネルギースペクトルを算出した。中心から半径 2 cmの円に到
達した光子エネルギーをサンプリングした。エネルギービンは0.05 MeVごとに分割した。 
 
5.3.3.3 空気に対する水の平均制限質量衝突阻止能比の算出 
任意の物質に対するSpencer-Attixの平均制限質量衝突阻止能比を計算するEGSnrc54,55)のユ
ーザコードであるSPRRZnrc61)を使用して、基準条件、校正深における空気に対する水の平均
制限質量衝突阻止能比 w,air( / )L ρ （カットオフエネルギーΔは10 keV）を算出した。SSD=70 cm
のphase spaceデータを入射ビームとして使用し、光子および電子のカットオフエネルギーを
それぞれPCUT=0.01 MeV、ECUT=0.521 MeV、ヒストリー数を5×108とした。 
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5.4 結果 
5.4.1 電離箱の部分体積効果 
図5.5に6および10 MV FFFビームにおける水中10 cm深における照射野10 cm×10 cmのε(10 
cm×10 cm, l, r)を電離空洞の長軸の長さの関数として示す。電離空洞半径の寸法によるεの変
化は0.1 %以下と小さかった。一方、電離空洞長軸の寸法では10 MV FFFビームでは0.3 cmか
ら3.0 cmの範囲で1.1 %と大きく変化した。また、電離空洞長軸の寸法で一般的なファーマ形
電離箱の電離空洞の長軸径である0.23 cmでは、6および10 MV FFFビームのεはそれぞれ0.3 %
および0.8 %であった。このように、電離空洞の長軸が長いほど加速エネルギーが高いほどε
が増加する傾向を示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図5.5 6および10 MV FFFビームの部分体積効果による平均誤差ε(10 cm×10 cm, l, r) 
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図 5.6に 6および 10 MV FFFビームにおける部分体積効果補正係数 kpvを電離空洞の長軸
の長さの関数として示す。ファーマ形（30013, PTW社）の kpvは 6および 10 MV FFFビーム
でそれぞれ 1.003 および 1.008 であり、一方スキャニング型（Exradin A1SL, STANDARD 
IMAGING社）では 1.000および 1.001であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図5.6 6および10 MV FFFビームの部分体積効果補正係数kpv 
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5.4.2 イオン再結合補正係数 
 図 5.7 の（a）および（b）に 6 MV FF および 6 MV FFF ビームによるファーマ形電離箱
（30013）の印加電圧による表示値の変化（1/V-1/Mプロット）を示す。同様に図 5.7の（c）
および（d）にスキャニング型電離箱（31010, PTW社）の結果を示す。水深さ 10 cmおよび
20 cm、FFビームおよび FFFビームで印加電圧の増加（1/Vの減少）に対して測定値が線形
に増加（1/Mの減少）した。最小二乗法による回帰直線の決定係数 R2はファーマ形では 0.97
以上、スキャニング型では 0.99以上であり、FFと FFFビームに差はみられなかった。 
表 5.3および表 5.4にそれぞれファーマ形電離箱（30013, PTW社）およびスキャニング型
電離箱（31010, PTW社）の 1/V-1/Mプロット、2点電圧法によるイオン再結合補正係数を示
す。1/V-1/Mプロットによる ksと 2点電圧法による ksに相違はみられなかった。 
図5.8にDPPに対するスキャニング型電離箱（31021）のksを示す。○は6 MV FFビームのksで
あり、●は6 MV FFFビームのksである。最小二乗法による回帰直線の決定係数R2は0.983であ
り、FFビームおよびFFFビームのksはDPPの増加に対して線形の増加を示した。 
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図5.7 6 MV FFおよび6 MV FFFビームによる各種電離箱（ファーマ形電離箱（30013）, ス
キャニング型電離箱（31010））の印加電圧による表示値の変化（1/V-1/Mプロット） 
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(c) スキャニング型、水中 10 cm深   (d) スキャニング型、水中 20 cm深 
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表5.3 1/V-1/Mプロットおよび2点電圧法による 
     ファーマ形電離箱のイオン再結合補正係数 
 
表5.4 1/V-1/Mプロットおよび2点電圧法による 
       スキャニング型電離箱のイオン再結合補正係数 
 
 
 
 
図5.8 Dose per pulseによるイオン再結合補正係数ksの変化 
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5.4.3 平均制限質量衝突阻止能比 
5.4.3.1 治療ヘッドのモデリング 
FFビームの4、6、8、10および15 MVのPDDの計算値は水深さ3 cmから30 cmまでの範囲に
おいて相対差δで3 %以内でRBDと一致した。どのエネルギーでも水深が深くなるにつれて
RBDに対して計算値が低くなる傾向がみられたが、水中10 cm深では1 %以内で一致した。 
図5.9に一例として、6 MV FFFビームのシミュレーションで得られたPDDとRBDのPDD、
および相対差δを示す。計算値は深くなるにつれてRBDに対して減少傾向を示し、4 %以内で
一致した。水中10 cm深では0.6 %以内で一致した。10 MV FFFビームも同様の傾向を示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図5.9 PDDの計算値とRBDの比較（6 MV FFFビーム） 
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図5.10に一例として、6 MV FFFビームのシミュレーションで得られたOARとRBDのOAR、
および相対偏差δを示す。照射野内では1 %以内で一致した。他のエネルギーも同様の傾向を
示し、1.5 %以内で一致した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図5.10 OARの計算値とRBDの比較（6 MV FFFビーム） 
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5.4.3.2 空気に対する水の平均制限質量衝突阻止能比 
図5.11にカットオフエネルギーΔ=10 keVの水に対する空気の平均制限質量衝突阻止能比 
w,air( / )L ρ のモンテカルロ計算値と標準計測法12の数値を比較して示す。モンテカルロ計算の
統計誤差はシンボルの大きさと同程度である。FFビームの w,air( / )L ρ の計算値は、FFビームを
対象としている標準計測法12と±0.2 %以内で一致した。FFFビームの計算値は同じ公称エネ
ルギーのFFビームに比べて、線質指標TPR20,10は低下し、 w,air( / )L ρ は増加した。同一の線質指
標で比較すると6 MV FFFおよび10 MV FFFの w,air( / )L ρ は標準計測法12に対してそれぞれ
0.3 %、0.5 %小さい値を示した。 
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図5.11 w,air( / )L ρ （Δ=10 keV）のモンテカルロ計算値と標準計測法12の比較 
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5.5 考察 
加速エネルギーが高いほど、εが大きな値を示したのは入射電子のエネルギーが高いほど
発生する制動X線は前方に放射され62)、OARの凸形状が急峻になったためであると考えられ
る。そのため、より高いエネルギーのFFFビームでは、εはより大きい値をもつ可能性がある。
また、電離空洞の長軸が長いほどεが増加する傾向を示した。このように、電離箱の電離空洞
長軸の寸法および加速エネルギーによってはFFFビームの計測で中心軸の線量を過小評価す
る可能性が示された。例えば、半径0.3 cm、長軸寸法0.23 cmの電離空洞を持つ電離箱を使用
して標準計測法12に準拠して測定した校正深のDwは6および10 MV FFFでそれぞれ0.3 %およ
び0.8 %過小評価すると考えられる。そのため、部分体積効果が問題となる場合は、kpvにより
部分体積効果の補正を行うか、部分体積効果の影響を抑えるために電離空洞の短い電離箱を
使用することが望ましい。TrueBeamによるFFFビームのkpvを1.001以下にするためには6およ
び10 MVでそれぞれおよそ12 mmおよび5 mm以下の電離空洞長さを持つ電離箱が必要となる。
ただし、小型の電離箱では不規則な再結合のふるまい、大きな極性効果63)、原子番号の高い
中心電極による中心電極補正係数Pcelへの効果など64)が計測に影響を与える場合があること
が報告されているため、あらかじめ標準線量計測への有用性を確認する16)ことが望ましい。 
今回調査した水深（DPP が異なる）および電圧範囲では、FF ビームと同様に FFF ビーム
の 1/M-1/Vのプロットは直線的な変化を示した。これは FFFビームであっても従来使用して
いる印加電圧が使用可能であることを示している。また、プロットから算出したイオン再結
合補正係数と 2 点電圧法によるイオン再結合補正係数は 0.1 %以内で一致した。このことか
ら、従来の 2点電圧法が FFFビームのイオン再結合の計測に対しても適していると結論づけ
ることができる。校正深における FFビームの ksはおおむね 1.005未満であるが、6 MV FFF
ビームでは 1.005 を超える場合があった。したがって、FFF ビームの計測では、電圧の切り
替え時などに十分なプレ照射を行うなどして精度良くイオン再結合を決定する必要がある
と考えられる。 
FFビームの4、6、8、10および15 MV、FFFビームの6および10 MVの全てのビームにおいて
深さが深くなるほど測定値に対して計算によるPDDが低くなる傾向がみられた。この傾向は
Belosiら65)の報告とも一致した。そのため、計算に使用したphase spaceファイルの加速エネル
ギーが現実のリニアックの加速エネルギーよりわずかに低いことが考えられる。しかし、FF
ビームの w,air( / )L ρ の計算値と標準計測法12の数値が0.2 %以内で一致したことから、現実と
シミュレーションビームの加速エネルギーのわずかな差異が本研究へ与える影響は小さい
と考えられる。一方、同一の線質指標で比較するとFFFビームの計算値は標準計測法12の数
値から6 MV FFF、10 MV FFFでそれぞれ0.3 %、0.5 %の相違がみられた。そのため、標準計
測法12に準拠して、TPR20,10から w,air( / )L ρ を決定した場合、6 MV FFF、10 MV FFFでそれぞれ
0.3 %、0.5 %吸収線量を過大評価する可能性が示唆された。この結果は、FFとFFFで0.6 %乖
離する可能性があることを示唆していたTRS-398の報告や、線質指標としてTPR20,10を使用し
た場合に0.5 %減じた w,air( / )L ρ の使用を推奨したXiongら29)の報告よりも良好な結果であっ
た。その要因として、FFFビームでは従来フラットニングフィルタを搭載していた位置に、
フラットニングフィルタを取り除くことによって混入する電子や低エネルギー光子を取り
除くための金属フィルタを搭載している27,66)。そのため、単純にフラットニングフィルタを
取り除いたビームと比べて線質の変化が小さかったためであると考えられる。 
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標準計測法12ではファーマ形電離箱をリファレンス電離箱としている。一例としてファー
マ形電離箱（30013）で計測したFFFビームのDwの計測誤差を表5.5に示す。標準計測法12に準
拠した計測では、部分体積効果により校正深の線量を過小評価し、線質指標TPR20,10により校
正深の線量を過大評価する。結果から、FFFビームの水吸収線量Dwを過小評価もしくは過大
評価する可能性が示された。 
したがって、FFFビームの線質Qにおける校正深dcでの水吸収線量 FFFw,QD を次式で算出するこ
とを提案する。 
FFF FFF FFF
w,Q Q D,w QD M N k=        (5.9) 
ここで、ND,wは水吸収線量校正定数、 FFFQk はFFFビームの線質変換係数であり、標準計測法12
によるkQから6 MVおよび10 MVで0.3 %および0.5 %減じた値を用いることを提案する。また、
FFF
QM は標準計測法12の表3.2の測定条件にしたがって校正深dcに置かれた電離箱線量計の表
示値であり、次式で算出することを提案する。 
FFF raw
Q Q TP elec pol s pvM M k k k k k=        (5.9) 
ここで、kTPは温度気圧補正係数、kelecは電位計校正定数、kpolは極性効果補正係数である。 
次世代の標準計測法にはFFFビームの水吸収線量を正しく評価するために、フォーマリズ
ムへ部分体積効果補正係数を導入するべきであると考える。さらに、本研究における FFFQk は
6 MVおよび10 MVに限定されるため、広範なエネルギーのFFFビームに対応する線質指標が
必要になると考える。そのため、FFFビームに対応する新たな線質指標の調査が必要になる
と考えられる。 
 
 
 
 
表5.5 ファーマ形電離箱で計測したFFFビームのDwの計測誤差δ 
 
 
 
 
 
 
 
 
Nominal energy [MV] δ(kpv) (%) δ(kQ) (%) Dw (%) 
6 -0.3 0.3 0.0 
10 -0.8 0.5 -0.3 
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5.6 結論 
本研究では、FFFビームの軸外線量比、線量率およびエネルギースペクトルの電離箱によ
る水吸収線量計測における部分体積効果、イオン再結合補正および線質変換係数への影響を
明らかにした。FFFビームの計測では、電離箱の部分体積効果による線量の過小評価の可能
性および TPR20,10を線質指標とすることで線量を過大評価することを明らかにした。FFF ビ
ームの水吸収線量を正しく評価するために水吸収線量計測のフォーマリズムには部分体積
効果補正係数および FFFビームに対応する線質変換係数の導入を提案した。
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6章 蛍光ガラス線量計による電子線の水吸収線量計測法の提案 
 
6.1 背景 
 蛍光ガラス線量計（radiophotoluminescent glass dosimeter, RGD）は放射線照射によって生成
される蛍光中心と吸収線量が比例関係にあることを利用した検出器である。小型であること、
繰り返し使用することができること、再現性に優れる、といった特性を持つため光子線に対
する線量計測31,67,68)やリニアック出力の郵送調査34,35)などに利用されている。近年では電子線
の線量計測における線量特性についても報告がある69,70)。著者ら69)はリニアックから発生す
る6から20 MeVの電子線について、線量直線性、角度依存性などの特性を報告し、電子線の
線量計測におけるRGDの有用性を示した。さらに、校正深での電離箱による水吸収線量Dwと
RGDの応答の比は、電子線エネルギ （ー5 MeVから20 MeVの範囲）による変化が小さく、60Co 
γ線を基準とすると平均で0.975±0.012 %となると報告した。 
一方、図6.1に示すように、電離箱による水吸収線量とRGDの応答の相対差は深さによって
変化した。しかし、この変化の要因は明らかになっていない。差の要因として、電子線エネ
ルギーによる水に対するRGDの質量衝突阻止能比の変化およびDwとRGDの応答の非直線性
などが考えられる。電子線は物質中を連続的にエネルギーを失いながら進む、つまり、エネ
ルギースペクトルが変化するため、水に対するRGDの質量衝突阻止能比は電子線エネルギー
によって変化すると考えられる69,70)。また、深部線量計測ではRGDに照射される線量は測定
深に依存するが、一般的に固体線量計の応答はDwと比例しない場合がある70)。 
そのため、本研究では電離箱による電子線の水吸収線量とRGDによる応答の変化の要因を
明らかにするために、各深さでのRGDの線質変換係数kQおよび線量応答直線性を明らかにし
た。そして最後にRGDによるDwの計測法を提案した。 
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図6.1 電離箱による水吸収線量とRGDの応答の相対差の深さによる変化 
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6.2 理論 
6.2.1 水吸収線量校正定数 
RGDの水吸収線量校正定数
0
RGD
D,w,QN は以下の式で算出する。 
0
0
0
IC
w,QRGD
D,w,Q RGD
Q
D
N
M
=       (6.1) 
ここで、
0
IC
w,QD は電離箱線量計によって評価された基準線質Q0の水吸収線量Dwであり、 0
RGD
QM
は基準線質Q0におけるRGDの表示値である。本研究では基準線質を60Co γ線とした。 
 
 
6.2.1 線量直線性 
 一般的な固体線量計（熱蛍光線量計, Thermoluminescent dosimeter, TLD71)や光ルミネセンス
線量計, Optically stimulated luminescence dosimeter, OSLD72)など）はある線量範囲内では放射
線量と測定量が比例するという特性を利用している。比例関係が成立する線量範囲を超える
と、入力が増加しても出力が増加しない飽和現象を示す。その前に出力である発行量の増加
率が、入力の線量増加率よりも大きくなる現象を示す場合が多く、この現象はsupralinearityと
呼ばれる71)。蛍光ガラス線量計も同様にこの現象を示すことが知られている30)。 
 そのため、個体線量計による計測では、校正線量と計測線量が異なる場合は線量応答直線
性補正係数 RGDlin,Qk が必要となり、以下の式で算出する。 
RGD IC
Q w,Q CRGD
lin,Q RGD IC
Q w,Q
( / )
( / )
M D
k
M D
=       (6.2) 
ここで、 RGDQM は任意のモニタ設定値を照射したときのRGDの表示値であり、
IC
w,QD は同一の
モニタ設定値を照射したときの電離箱線量で評価した水吸収線量であり、分子の添え字Cは
校正線量を表し、本研究では100 cGyとした。 
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6.2.2 電子線エネルギーによる質量衝突阻止能比の変化 
 図6.2に電子線エネルギーに対するRGDの質量衝突阻止能比 w,RGD( / )S ρ を示す。National 
Institute of Standards and Technology (NIST)のESTARプログラム74)を使用して w,RGD( / )S ρ を計
算した。電子線エネルギーが0.01 MeVから50 MeVまで変化した時、 w,RGD( / )S ρ は約10%減少
した。 
電子線のエネルギーは深さによっても変化するため、 w,RGD( / )S ρ によるRGDの応答の変化
を補正するための深さdにおける線質変換係数
0
RGD
Q,Q ( )k d は以下の式で算出する。 
0
0
Q
RGD w
Q,Q
RGD Q
( )( )
( )
D dk d
D d
 
=  
 
      (6.3) 
ここで、 w ( )D d および RGD ( )D d はそれぞれ深さdにおける水吸収線量およびRGDの平均線量で
ある。また、線質QはIAEA TRS-398など7,17)で電子線の線量計測に推奨される線質指標R50で
表す。 
 
 
 
 
 
 
図6.2  RGDに対する水の質量衝突阻止能比の電子線エネルギーによる変化 
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6.2.3 深部線量の評価法 
前述のパラメータから、RGDによる線質Qにおける深さdのDwを以下の式で算出すること
を提案する。 
( )
0 0
RGD RGD RGD RGD RGD
w,Q Q lin,Q D,w,Q Q,Q( ) ( )D d M d k N k d=      (6.4) 
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6.3 方法 
6.3.1 水吸収線量校正定数の算出 
 放射線医学総合研究所の60Co装置から発生するγ線を
0
RGD
D,w,QN を決定するために使用した。ま
ず
0
IC
w,QD をファーマ形電離箱（30013, PTW社）および固体ファントム（WE211, 株式会社京都
科学）を使用して決定した。電離箱の幾何学的中心を固体ファントムの10 cm深に設置して水
吸収線量で100 cGyを照射した。線源検出器間距離は80 cm、照射野は10 cm×10 cmである。3
回以上の測定値の平均を使用して
0
IC
w,QD を算出した。 
 蛍光ガラス線量計（RGD, GD-302M, 旭テクノグラス株式会社）の計測には恒温器（DK300T, 
ヤマト科学株式会社）およびガラス線量計リーダ（FGD-1000, 旭テクノグラス株式会社）を
使用した。まず、RGDの幾何学的中心を固体ファントムの10 cm深に設置して、電離箱と同様
の条件で照射した。RGDは照射後に応答の増加を示すため、毎回の同一の条件でRPL量の計
測が行えるように、RGD素子への照射の24時間後に恒温器によりプレヒート（40℃, 30分）
を行い、プレヒートの24時間後にガラス線量計リーダで読み取りを行った。
0
RGD
QM は5回測定
の平均値より求めた。各素子に対して式6.1を使用して
0
RGD
D,w,QN を与えた。 
 
 
6.3.2 線量応答直線性補正係数の算出 
 リニアック（TrueBeam, Varian medical systems社）による電子線の水吸収線量とRGDの応答
の直線性を評価した。 ICw,QD の計測には平行平板形電離箱（NACP-02, IBA社）および固体ファ
ントム（WE211）を使用して、式2.7より算出した。電離箱の線質変換係数kQは標準計測法1275)
の数値を使用した。 
電子線のエネルギーは6、9、12、15および18 MeVであり、RGDの幾何学的中心を固体ファ
ントム中の校正深に設置した。線源検出器間距離SCDは100 cm、照射野は10 cm×10 cmであ
る。50 cGyから300 cGyまで線量を変化させ、式6.2を使用して100 cGyを基準とした RGDlin,Qk を評
価した。 
 
 
6.3.3 モンテカルロシミュレーションによる線質変換係数の算出 
 EGSnrc54,55)のユーザコードであるBEAMnrc56)を使用してコード上にリニアック（TrueBeam）
の治療ヘッドを再現した。ヘッド部のシミュレーションでは光子および電子のカットオフエ
ネルギーをそれぞれPCUT=0.189 MeV、ECUT=0.7 MeV、ヒストリー数を2×109とした。 
egs_chabmer76)コードを使用して、30 cm×30 cm×30 cmの水ファントム中でのRGDの吸収線
量と、RGDと同じ位置に配置した薄い円柱状の平板の水吸収線量の比（式6.3）から
0
RGD
Q,Q ( )k d
を求めた。計算した電子線のエネルギーは6、9、12、15および18 MeVであり、線源検出器間
距離は100 cm、照射野は10 cm×10 cmである。計算点は0.5 cm深から50%線量深の任意の点と
した。光子および電子のカットオフエネルギーをそれぞれPCUT=0.01 MeV、ECUT=0.521 MeV、
ヒストリー数を5×109とした。 
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6.3.4 中心軸の水吸収線量の算出および電離箱線量計との比較 
 リニアック（TrueBeam）による電子線の中心軸上の深部線量を電離箱線量計およびRGDで
計測した。電離箱による計測では平行平板形電離箱（NACP-02, IBA社）と三次元水ファント
ム（BluePhantom2, IBA社）を使用した。RGDによる計測では水ファントム（QWP-01, クオリ
タ社）を使用した。線質変換係数を計算した任意の深さに電離箱の実効中心およびRGDの幾
何学的中心を一致させて設置し、線源検出器間距離は100 cm、照射野は10 cm×10 cmとし、公
称エネルギー6、9、12、15および18 MeVの電子線を校正深で2 Gyとなるよう照射した。式6.4
によって ( )RGDw,QD d を算出し、電離箱による深部線量およびR50と比較した。 
 
 
  
 84 
 
 
6.4 結果 
6.4.1 水吸収線量校正定数 
 図6.3に60Co γ線に対するRGDの素子毎の水吸収線量校正定数
0
RGD
D,w,QN を示す。エラーバーは
5回の表示値の標準偏差である。同一ロットの素子の
0
RGD
D,w,QN の変動係数は1.5 %であったが、
不確かさの減少を目的に素子毎に
0
RGD
D,w,QN を与えることで0.6 %に抑えることができた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1.05 10-6
1.10 10-6
1.15 10-6
1.20 10-6
1.25 10-6
0 5 10 15 20
Lot 1
Lot 2
Lot 3
Lot 4
Lot 5
Lot 6
Lot 7
Ca
lib
ra
tio
n 
co
ef
fic
ie
nt
 in
 te
rm
s o
f D
w
Element number  
図6.3 素子毎の水吸収線量校正定数 
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6.4.1 線量応答直線性補正係数 
図6.4に電子線によるRGDの線量応答直線性補正係数 RGDlin,Qk を示す。
RGD
lin,Qk は校正時の線量で
ある100 cGyで正規化してあり、50 cGyから200 cGyの範囲では増加傾向を示し、およそ0.98か
ら1.02まで変化を示した。200 cGyより大きい線量では減少傾向を示した。6 MeVから18 MeV
の RGDlin,Qk はエラーバーの範囲内で一致し、エネルギーによる違いはみられなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図6.4 吸収線量による直線性補正係数 RGDlin,Qk の変化 
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6.4.2 モンテカルロシミュレーションによる線質変換係数 
図6.5に60Co γ線を基準とした電子線によるRGDのkQを示す。各エネルギーともに0.5 cm深
から50 %線量深までの結果を示した。6 MeVでは0.5 cm深から3.0 cm深の範囲でkQはおよそ
1.03から1.23までの変化し、20 %の増加を示した。電子線エネルギーが増加するほどkQの変化
は小さくなり、18 MeVでは0.5 cm深から8.0 cm深の範囲でkQは5 %の増加を示した。また、全
てのエネルギーで校正深付近ではエネルギーによるkQの変化は小さく、深部になるほど増加
する傾向を示した。この傾向は公称エネルギーが小さいほど顕著であり、6 MeVでの変化量
が最大であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図6.5 深さによる線質変換係数kQの変化 
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6.4.3 中心軸の深部線量の比較 
図6.6に電離箱およびRGDによる電子線の中心軸の深部線量を示す。実線が電離箱による測
定値であり、プロットがRGDによる測定値である。校正深における電離箱とRGDのDwの相対
差は6 MeVおよび9 MeVではRGDはDwを過小評価し、一方、12 MeVから18 MeVの範囲では
RGDはDwを過大評価した。全てのエネルギーにおいてDwは3.5 %以内で一致した。 
図6.6の線量からPDDを算出し、電離箱のR50と比較した結果を表6.1に示す。全てのエネル
ギーでRGDによるR50は深部へ変位した。この傾向はエネルギーが高いほど大きくなり、6 
MeVでのR50の差は0.07 cmであるのに対して18 MeVでは0.22 cmであった。 
 
 
  
図6.6 電離箱およびRGDの中心軸深部線量の比較 
 
 
表6.1 電離箱によるR50とRGDとの比較 
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Difference (cm) 0.07 0.18 0.12 0.19 0.22 
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6.5 考察 
本研究による線量応答直線性補正係数 RGDlin,Qk は図6.4に示すように、2 Gyまでは増加傾向、そ
れ以降は減少傾向を示し、2 Gy付近に変曲点が見られた。ガラス線量計システムの取扱説明
書によると測定線量が2 Gy以上となった場合は直線性補正が自動的に付加される。そのため、
ガラス線量計リーダのメンテナンスモードを使用してガラス線量計システムによる補正が
加わっていない生データを取得し、補正された表示値と比較した。同一素子の直線性が補正
されていない表示値に対する補正された表示値の比をガラス線量計システムの線量応答直
線性補正係数 link として算出した。図6.4に示したようにエネルギー依存がみれらなかったた
め、本研究では9 MeVの電子線にて測定を行った。図6.7にガラス線量計システムの link を示
す。エラーバーは3素子の標準偏差を示す。50 cGyから200 cGyまでの link はおおよそ1.0であ
り、250 cGy以上で徐々に補正係数は1.0より増加した。この傾向はマニュアルの記載と一致
する。つまり、図6.4に示す RGDlin,Qk はガラス線量計システムの link で補正された応答と線量の直
線性を補正するための係数である。そのため、2 Gy以上の線量ではあらかじめ link による補正
がなされているため、 RGDlin,Qk は2 Gy付近に変曲点が見られ、2 Gy以上の線量では
RGD
lin,Qk が1に近
づいたと考えられる。 
文献70)では6 MeVから20 MeVの電子線の1 Gyから10 Gyの範囲で投与線量とRGDによる計
測線量は1 %以内で一致し、エネルギーによる違いは見られなかったと報告している。加え
て、本研究による50 cGyから200 cGyまでの直線性の変化はRGDの標準偏差と同等であるこ
とから、本研究ではklinを1.0として、最大計測線量を200 cGyとして深部線量の測定を行った。
これにより、100 cGyを基準に50 cGyから200 cGyの範囲では±2%の誤差でDwの計測が可能で
ある。 
このように水吸収線量とRGDの応答の非直線性は、電離箱による水吸収線量とRGDの応答
の差に対して十分に小さかった。一方、図6.5に示すようにkQは0.5 cm深から50 %線量深、6 
MeVから18 MeVの範囲で20 %の変化を示した。そのため、水に対するRGDの質量衝突阻止
能比の電子線エネルギーによる変化が、電離箱による水吸収線量とRGDの応答の差の変化の
要因であることが明らかになった。 
 表6.1に示すように、RGDによるR50は全てのエネルギーで深部へ変位しており、18 MeVで
最大0.22 cmの変位を示した。この系統的な位置誤差の要因の一つとしては、RGDが高密度物
質であることによる実効深の変位が考えられる。しかし、本研究ではRGDの幾何学的中心を
測定深に一致させた場合のkQをモンテカルロシミュレーションにより算出しているため、kQ
には変位による擾乱の補正も含まれていると考えられる。また、本研究では、ガラス線量計
全体の線量からkQを計算していたため、計測時のレーザ読取範囲（ガラス線量計の中心部
1mm φ）と相違があった。そのため、レーザ読取範囲の線量からkQを再計算した。図6.8に全
体の線量から算出したkQとレーザ読取範囲の線量から算出したkQを比較して示す。エラーバ
ーは変動係数であり、各点の変動係数は1 %未満であった。ほとんどの点で両者はエラーバ
ーの範囲内で一致したが、わずかにkQの増加が見られた。この傾向は深部ほど、公称エネル
ギーが小さいほど顕著であった。しかし、RGD全体の線量から算出したkQとレーザ読取範囲
の線量から算出したkQを使用して計測したR50に変化は見られなかった。 
本研究が提案した計測法によって、RGDによる水吸収線量計測の精度は向上した。しかし、
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全てのエネルギーでRGDのR50が電離箱よりも深部へ変位しており、系統的なエラーが含まれ
ている可能性が示唆された。そのため、例えば、要素毎に擾乱補正係数を明らかにするなど
のさらなる調査が必要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図6.7 ガラス線量計システムの直線性補正係数klin 
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図6.8 深さによる線質変換係数kQの変化 
プロットはレーザ読取範囲の線量から算出したkQであり、実線および破線は図6.5に示す蛍
光ガラス線量計全体から算出したkQである。 
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6.6 結論 
本研究では電離箱による電子線の水吸収線量とRGDによる応答の相違を明らかにするた
めに、各深さでのRGDの線質変換係数kQおよび線量応答直線性を明らかにした。結果から、
RGDによる電子線の測定では、電子線エネルギーによる水に対するRGDの質量衝突阻止能比
の変化が、電離箱による水吸収線量とRGDの応答の差の要因であると考えられた。そのため、
線質変換係数kQを考慮したRGDによるDwの計測法を提案した。kQを考慮することでRGDによ
る吸収線量計測の精度は向上し、6 MeVから18 MeVの範囲で電離箱との相違は校正深のDwで
最大3.5 %、R50で最大0.22 cmに減少した
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7章  総 括 
 
放射線治療における治療成績は投与線量で変化するため、水吸収線量は重要な管理項目の
一つである。すべての放射線治療施設において不確かさの小さい吸収線量評価と、その吸収
線量評価の正しさが保証されるためには、次に掲げる項目が提供されている必要がある。 
a） 線量標準の確立 
b） 線量標準による電離箱線量計の校正 
c） 線量計測のための標準計測法 
d） 第三者による線量評価 
 本研究では、外部放射線治療における投与線量の不確かさ低減を目的として、線量標準の
移行による水吸収線量の不確かさの変化の調査、ユーザの計測における不確かさ要因の解析、
flattening filter-free（FFF）ビームの水吸収線量計測法の提案および蛍光ガラス線量計（RGD）
による電子線の水吸収線量計測法を提案した。本研究で得られた成果は以下の通りである。 
 
 第3章では、照射線量標準から水吸収線量標準の移行による電離箱校正方式の変更による
ユーザ間の水吸収線量の相違の変化を調査した。結果から、線量標準の移行によりユーザ施
設における水吸収線量の相違が小さくなったことが明らかになった。これは、電離箱型式毎
に与えられていた係数であるkD,Xがフォーマリズムより除かれたためである。しかし、線量標
準の移行前後で評価された水吸収線量の差の標準偏差に有意差はみられなかった。これは、
kD,Xによる不確かさが除かれた影響が測定による不確かさに比べて小さかったためであると
考えられる。そのため、水吸収線量の不確かさの低減のために、ユーザ施設における測定の
不確かさの要因について第4章で解析した。 
  
第4章では、ユーザ施設の測定の不確かさの要因を明らかにするために、水吸収線量の決定
に用いる係数である温度補正係数kTP、イオン再結合補正係数ks、線質指標TPR20,10および線質
変換係数kQについて多施設による結果を解析した。kTP、ksおよびkQの相違は小さかった。一
方、TPR20,10の相違は大きく、施設間の水吸収線量の差のバラツキに匹敵することを明らかに
した。相違の要因としては、水ファントム中の校正深への電離箱線量計の設置にバラツキが
あったことが考えられた。そのため、水吸収線量の不確かの低減のために、ユーザは電離箱
線量計を繰り返し正確に設置する必要がある。これを達成するために、次の標準計測法には
電離箱線量計の設置方法を詳細に記述することを提案した。 
  
第 5章では、現在の標準計測法に未掲載である新しい照射技術である FFFビームの水吸収
線量の計測法を提案した。従来のフラットニングフィルタを有するビームと FFFビームでは
軸外線量比およびエネルギースペクトルが異なるため、電離箱の部分体積効果による線量の
過小評価の可能性、および TPR20,10を線質指標とすることによる線量の過大評価が明らかに
なった。そのため、水吸収線量の不確かさの低減のために、水吸収線量計測のフォーマリズ
ムに部分体積効果補正係数および FFFビームの線質変換係数の導入を提案した。 
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第6章では、電子線の水吸収線量とRGDによる応答の相違を明らかにするために、各深さ
でのRGDの線質変換係数kQおよび線量応答直線性を明らかにした。応答の相違の要因が質量
衝突阻止能比の変化であることを明らかにし、RGDによる電子線の水吸収線量計測法を提案
した。深さによるkQの変化を考慮することでRGDによる吸収線量計測の精度は向上した。し
かし、電離箱と比較してRGDによるR50はわずかに深部へ変位していた。そのため、線量計測
の精度向上のために、擾乱補正係数を成分毎に明らかにする必要があると考えられる。 
 
 本研究によって、電離箱校正方式の移行によるユーザ施設の水吸収線量の不確かさの変化
が確認され、また、ユーザ施設の測定の不確かさの要因が明らかになった。加えて、FFFビー
ムの水吸収線量計測を提案し、RGDによる電子線の水吸収線量計測法を提案した。これによ
り、外部放射線治療における投与線量の不確かさは大きく低減されると考えられる。しかし、
第5章においてFFFビームの計測には部分体積効果の影響を抑えるために電離空洞の短い電
離箱を使用することが望ましいことが示されたが、小型の電離箱では不規則な再結合のふる
まい、大きな極性効果、原子番号の高い中心電極による中心電極補正係数Pcelへの効果などが
計測に影響を与える場合があることが問題となる。このため、今後の研究課題として、各種
小型電離箱の線量特性を明らかにし、次の計測法では標準計測に有用である小型電離箱を示
すことで、より不確かさの小さい水吸収線量計測が可能になると考えられる。 
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